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（委託研究） 

－令和 3 年度 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業－ 

 

日本原子力研究開発機構 福島研究開発部門 福島研究開発拠点 

廃炉環境国際共同研究センター 

 

東京工業大学 
 

（2022 年 11 月 1 日受理） 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）廃炉環境国際共同研究センター（CLADS）では、令和 3 年度 英

知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業（以下、「本事業」という）を実施している。 

本事業は、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（1F）の廃炉等を始めと

した原子力分野の課題解決に貢献するため、国内外の英知を結集し、様々な分野の知見や経験を、

従前の機関や分野の壁を越えて緊密に融合・連携させた基礎的・基盤的研究及び人材育成を推進

することを目的としている。 

平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行することで、JAEA とア

カデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成をより安定的かつ継続

的に実施する体制を構築した。 

本研究は、研究課題のうち、令和元年度に採択された「拡張型スーパードラゴン多関節ロボッ

トアームによる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦」の令和元年度から令和 3 年度の研究成果に

ついて取りまとめたものである。本課題は令和 3 年度が最終年度となるため 3 年度分の成果を取

りまとめた。 

令和元年度から令和 3 年度の本研究を通して、研究代表者の下で各研究項目間ならびに廃炉環

境国際共同研究センター（CLADS）等との連携を密にして、1F 現場に実機適用すべく、現場との意

見/情報交換を行いながら、研究を進めた。研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催

し、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術の実現を目指して、長

尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM 技術および

超音波計測技術と組み合わせてアーム先端部の自己位置を把握しつつ、炉内構造物の状況把握を

行う。また、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法のアー

ムへの実装技術を開発した。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を行い、

その実現性を確かめた。以上、3 カ年計画の 3年目である本年度の業務項目を実施し、3 カ年計画

の所期の目標を達成し、本報告書にとりまとめた。 

 

本報告書は、日本原子力研究開発機構の英知事業における委託業務として、東京工業大学が実施

した成果を取りまとめたものである。 

廃炉環境国際共同研究センター：〒979-1151 福島県双葉郡富岡町大字本岡字王塚 790-1
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The Collaborative Laboratories for Advanced Decommissioning Science (CLADS), Japan Atomic Energy 
Agency (JAEA), had been conducting the Nuclear Energy Science & Technology and Human Resource 
Development Project (hereafter referred to “the Project”) in FY2021.  

The Project aims to contribute to solving problems in the nuclear energy field represented by the 
decommissioning of the Fukushima Daiichi Nuclear Power Station (1F), Tokyo Electric Power Company 
Holdings, Inc. (TEPCO). For this purpose, intelligence was collected from all over the world, and basic 
research and human resource development were promoted by closely integrating/collaborating knowledge 
and experiences in various fields beyond the barrier of conventional organizations and research fields.  

The sponsor of the Project was moved from the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and 
Technology to JAEA since the newly adopted proposals in FY2018. On this occasion, JAEA constructed a 
new research system where JAEA-academia collaboration is reinforced and medium-to-long term 
research/development and human resource development contributing to the decommissioning are stably and 
consecutively implemented. 

Among the adopted proposals in FY2019, this report summarizes the research results of the “Challenge to 
investigation of fuel debris in RPV by an advanced Super Dragon articulated robot arm” conducted from 
FY2019 to FY2021. Since the final year of this proposal was FY2021, the results for three fiscal years were 
summarized. 

Through this research from FY2019 to FY2021, we will closely cooperate with each research item under 
the principal investigator as well as with CLADS, etc., to advance the research while exchanging 
opinions/information with the site and promote the research implementation plan in order to apply the 
technology to the actual equipment at the 1F site. Meetings and conferences were held to promote the research 
implementation plan, with the aim of realizing a technology that enables the status of the pressure vessel 
bottom located at the top of the pedestal to be monitored, and the long-articulated robot arm was developed 
to monitor the status and the self-position of the arm tip with camera SfM technology and ultrasonic 
measurement technology while controlling the position and posture of the tip of the hand. We have also 
developed a remote exploration technique for the arm using the LIBS technique with lasers, which enables 
us to determine the distribution of nuclear materials. In addition, we conducted a demonstration test using 
the Naraha Center for Remote Control Technology Development and other facilities to confirm the feasibility 
of these technologies. As described above, we have achieved the desired goals of the three fiscal years plan 
by carrying out the work items in the three years of the plan and have summarized them in this report. 

 
Keywords: Robot Arm, Ultrasound, SfM, LIBS, Remote Sensing 
This work was performed by Tokyo Institute of Technology under contract with Japan Atomic Energy Agency. 
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1. 英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業の概要 

 

文部科学省では、「東京電力（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等研究開発の加速プラン（平

成 26 年 6 月文部科学省）」等を踏まえ、平成 27 年度から「英知を結集した原子力科学技術・人材

育成推進事業」（以下、「本事業」という。）を立ち上げ、「戦略的原子力共同研究プログラム」、「廃

炉加速化研究プログラム」及び「廃止措置研究・人材育成等強化プログラム」を推進している。 

具体的には、国内外の英知を結集し、国内の原子力分野のみならず様々な分野の知見や経験を、

機関や分野の壁を越え、国際共同研究も含めて緊密に融合・連携させることにより、原子力の課

題解決に資する基礎的・基盤的研究や産学が連携した人材育成の取組を推進している。 

一方、日本原子力研究開発機構（以下、「JAEA」という。）では、平成 27 年に廃炉国際共同研究

センター（以下、「CLADS」という。現：廃炉環境国際共同研究センター）を組織し、「東京電力ホ

ールディングス（株）福島第一原子力発電所の廃止措置等に向けた中長期ロードマップ」等を踏

まえ、東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所廃炉（以下、「1F 廃炉」という。）

に係る研究開発を進めている。 

また、平成 29 年 4 月に CLADS の中核拠点である「国際共同研究棟」の運用を開始したことを踏

まえ、今後は CLADS を中核に、廃炉の現場ニーズを踏まえた国内外の大学、研究機関等との基礎

的・基盤的な研究開発及び人材育成の取組を推進することにより、廃炉研究拠点の形成を目指す

ことが期待されている。 

このため、本事業では平成 30 年度の新規採択課題から実施主体を文部科学省から JAEA に移行

することで、JAEA とアカデミアとの連携を強化し、廃炉に資する中長期的な研究開発・人材育成

をより安定的かつ継続的に実施する体制を構築することとし、従来のプログラムを、①共通基盤

型原子力研究プログラム、②課題解決型廃炉研究プログラム、③国際協力型廃炉研究プログラム、

④研究人材育成型廃炉研究プログラム（令和元年度より新設）に再編した。 

 

 

JAEA-Review 2022-060

- 1 -



 

 

 

2. 平成 30 年度 採択課題 

 

 平成 30 年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム 11 課題（若手研究 6 課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム  6 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム  2 課題（日英共同研究） 

 

 

平成 30 年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

被災地探査や原子力発電所建屋内情報収集のための

半自律ロボットを用いたセマンティックサーベイマ

ップ生成システムの開発 

河野 仁 東京工芸大学 

汚染土壌の減容を目的とした重液分離による放射性

微粒子回収法の高度化 
山﨑 信哉 筑波大学 

ラドンを代表としたアルファ核種の吸入による内部

被ばくの横断的生体影響評価 
片岡 隆浩 岡山大学 

炉心溶融物の粘性及び表面張力同時測定技術の開発 大石 佑治 大阪大学 

iPS 細胞由来組織細胞における放射線依存的突然変

異計測系の確立 
島田 幹男 東京工業大学 

レーザー共鳴イオン化を用いた同位体存在度の低い

ストロンチウム 90 の迅速分析技術開発 
岩田 圭弘 東京大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性核種の長期安定化を指向した使用済みゼオ

ライト焼結固化技術の開発 
新井 剛 芝浦工業大学 

燃料デブリ取り出しを容易にするゲル状充填材の

開発 
牟田 浩明 大阪大学 

レーザー蛍光法を用いた燃料デブリ変質相の同定 斉藤 拓巳 東京大学 

過酷炉心放射線環境における線量測定装置の開発 岡本 保 
木更津工業 

高等専門学校 

レーザー加工により発生する微粒子の解析と核種

同定手法の開発 
長谷川 秀一 東京大学 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

合金相を含む燃料デブリの安定性評価のための基

盤研究 
桐島 陽 東北大学 

ガンマ線画像スペクトル分光法による高放射線場

環境の画像化による定量的放射能分布解析法 
谷森 達 京都大学 

燃料デブリ取出し時における放射性核種飛散防止

技術の開発 
鈴木 俊一 東京大学 

アルファダストの検出を目指した超高位置分解能

イメージング装置の開発 
黒澤 俊介 東北大学 

ナノ粒子を用いた透明遮へい材の開発研究 渡邉 隆行 九州大学 

先端計測技術の融合で実現する高耐放射線燃料デ

ブリセンサーの研究開発 
萩原 雅之 

高エネルギー 

加速器研究機構 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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3. 令和元年度 採択課題 

 

令和元年度採択課題については以下のとおりである。 

 

課題数：19 課題 

共通基盤型原子力研究プログラム  7 課題（若手研究 2課題、一般研究 5 課題） 

課題解決型廃炉研究プログラム   4 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム   4 課題（日英共同研究 2 課題、日露共同研究 2 課題） 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 4 課題 

 

 

令和元年度 採択課題一覧 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

ウラニル錯体化学に基づくテーラーメイド型新規海

水ウラン吸着材開発 
鷹尾 康一朗 東京工業大学 

動作不能からの復帰を可能とする多連結移動ロボッ

トの半自律遠隔操作技術の確立 
田中 基康 電気通信大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

放射性微粒子の基礎物性解明による廃炉作業リスク

低減への貢献 
五十嵐 康人 茨城大学 

放射線耐性の高い薄型 SiC 中性子検出器の開発 三澤 毅 京都大学 
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共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

高い流動性および陰イオン核種保持性を有するア

ルカリ刺激材料の探索と様々な放射性廃棄物の安

全で効果的な固化 

佐藤 努 北海道大学 

再臨界前の中性子線増に即応可能な耐放射線 FPGA

システムの開発 
渡邊 実 

静岡大学 

（～R3.3.31） 

岡山大学 

（R3.4.1～） 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取出し臨界安全技術の高度化 小原 徹 東京工業大学

微生物生態系による原子炉内物体の腐食・変質に

関する評価研究 
金井 昭夫 慶應義塾 

 

研究人材育成型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリ取り出し時における炉内状況把握のた

めの遠隔技術に関する研究人材育成 
淺間 一 東京大学 

化学計測技術とインフォマティックスを融合した

デブリ性状把握手法の開発とタイアップ型人材育

成 

高貝 慶隆 福島大学 

放射線・化学・生物的作用の複合効果による燃料デ

ブリ劣化機構の解明 

大貫 敏彦 

（～R2.3.31） 

竹下 健二 

（R2.4.1～） 

東京工業 

大学 

燃料デブリ分析のための超微量分析技術の開発 永井 康介 東北大学 

 

 

 

 

共通基盤型原子力研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

一次元光ファイバ放射線センサを用いた原子炉建

屋内放射線源分布計測 
瓜谷 章 名古屋大学 

低線量・低線量率放射線被ばくによる臓器別酸化ス

トレス状態の検討 
鈴木 正敏 東北大学 

単一微粒子質量分析法に基づくアルファ微粒子オ

ンラインモニタリングに向けた基礎検討 
豊嶋 厚史 大阪大学 

幹細胞動態により放射線発がんを特徴付ける新た

な評価系の構築 
飯塚 大輔 

量子科学技術 

研究開発機構 

耐放射線性ダイヤモンド半導体撮像素子の開発 

梅沢 仁 

（～R2.3.31） 

大曲 新矢 

（R2.4.1～） 

産業技術総合 

研究所 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

Multi-Physics モデリングによる福島 2・3 号機ペデ

スタル燃料デブリ深さ方向の性状同定 
山路 哲史 早稲田大学 

燃料デブリ取出しに伴い発生する廃棄物のフッ化

技術を用いた分別方法の研究開発 
渡邉 大輔 

日立ＧＥ 

ニュークリ

ア・エナジー 

アパタイトセラミックスによる ALPS 沈殿系廃棄物

の安定固化技術の開発 

竹下 健二 

（～R3.6.30） 

塚原 剛彦

（R3.7.1～） 

東京工業大学 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームに

よる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 
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4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（～R4.8.1） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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課題解決型廃炉研究プログラム 

【一般研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

遮蔽不要な臨界近接監視システム用ダイヤモンド

中性子検出器の要素技術開発 
田中 真伸 

高エネルギー

加速器研究 

機構 

α／β／γ 線ラジオリシス影響下における格納

容器系統内広域防食の実現：ナノバブルを用いた

新規防食技術の開発 

渡邉 豊 東北大学 

β、γ、X 線同時解析による迅速・高感度放射性核

種分析法の開発 
篠原 宏文 

日本分析 

センター 

合理的な処分のための実機環境を考慮した汚染鉄

筋コンクリート長期状態変化の定量評価 
丸山 一平 東京大学 

溶脱による変質を考慮した汚染コンクリート廃棄

物の合理的処理・処分の検討 
小崎 完 北海道大学 

マイクロ波重畳 LIBS によるデブリ組成計測の高

度化と同位体の直接計測への挑戦 
池田 裕二 アイラボ 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

革新的水質浄化剤の開発による環境問題低減化技

術の開拓 
浅尾 直樹 信州大学 

無人航走体を用いた燃料デブリサンプルリターン

技術の研究開発 
鎌田 創 

海上・港湾・ 

航空技術 

研究所 

 

  

 

 

 

4. 令和 2年度 採択課題 

 

令和 2 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 2 年 3月 17 日～令和 2 年 5 月 14 日（課題解決型） 

令和 2 年 5月 13 日～令和 2 年 7 月 15 日（国際協力型） 

 

課題数：10 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題（若手研究 2 課題、一般研究 6 課題） 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英共同研究） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面接審

査、日英共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定した。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議での審議を経て、採

択課題を決定した。 

 

 

令和 2 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

【若手研究】 

課題名 研究代表者 所属機関 

燃料デブリにおける特性の経年変化と環境劣化割れ

の調査 

楊 会龍 

（～R4.7.31） 

 村上 健太 
（～R4.8.1） 

東京大学 

健全性崩壊をもたらす微生物による視認不可腐食の

分子生物・電気化学的診断及び抑制技術の開発 
岡本 章玄 

物質・材料 

研究機構 
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5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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課題名 研究代表者 所属機関 

連携計測による線源探査ロボットシステムの開発

研究 
人見 啓太朗 東北大学 

中赤外レーザー分光によるトリチウム水連続モニ

タリング手法の開発 
安原 亮 

自然科学 

研究機構 

福島原子力発電所事故由来の難固定核種の新規ハ

イブリッド固化への挑戦と合理的な処分概念の構

築・安全評価 

中瀬 正彦 
東京工業 

大学 

 

 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日英共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一原子力発電所の廃止措置における放射性

エアロゾル制御及び除染に関する研究 

Erkan 

Nejdet 

（～R4.1.31） 

三輪 修一郎

（R4.2.1～） 

東京大学 

燃料デブリ取り出しのための機械式マニピュレー

タのナビゲーションおよび制御 
淺間 一 東京大学 

 

国際協力型廃炉研究プログラム（日露共同研究） 

課題名 研究代表者 所属機関 

福島第一発電所 2、3 号機の事故進展シナリオに基

づく FP・デブリ挙動の不確かさ低減と炉内汚染状

況・デブリ性状の把握 

小林 能直 
東京工業 

大学 

非接触測定法を用いた燃料デブリ臨界解析技術の

高度化 
小原 徹 

東京工業 

大学 

 

 

 

 

5. 令和 3年度 採択課題 

 

令和 3 年度は、2 つのプログラムにおいて、研究課題の採択を決定した。 

公募の概要は以下のとおりである。 

 

公募期間：令和 3 年 3月 16 日～令和 3 年 5 月 17 日（課題解決型） 

令和 3 年 4月 13 日～令和 3 年 7 月 1 日（国際協力型 日英共同研究） 

令和 3 年 7月 12 日～令和 3 年 8 月 18 日（国際協力型 日露共同研究） 

 

課題数：12 課題 

課題解決型廃炉研究プログラム 8 課題 

国際協力型廃炉研究プログラム 2 課題（日英）、2 課題（日露） 

 

これらの提案について、外部有識者から構成される審査委員会において、書面審査及び面

接審査、日英・日露共同研究については二国間の合同審査を実施し、採択候補課題を選定し

た。 

その後、PD（プログラムディレクター）・PO（プログラムオフィサー）会議及びステアリ

ングコミッティでの審議を経て、採択課題を決定した。 

 

令和 3 年度 採択課題一覧 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

建屋応答モニタリングと損傷イメージング技術を

活用したハイブリッド型の原子炉建屋長期健全性

評価法の開発研究 

前田 匡樹 東北大学 

燃料デブリ周辺物質の分析結果に基づく模擬デブ

リの合成による実機デブリ形成メカニズムの解明

と事故進展解析結果の検証によるデブリ特性デー

ターベースの高度化 

宇埜 正美 福井大学 

ジオポリマー等による PCV 下部の止水・補修及び

安定化に関する研究 
鈴木 俊一 東京大学 

世界初の同位体分析装置による少量燃料デブリの

性状把握分析手法の確立 
坂本 哲夫 工学院大学 

アルファ微粒子の実測に向けた単一微粒子質量分

析法の高度化 
豊嶋 厚史 大阪大学 
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本報告書は、以下の課題の令和元年度から令和 3 年度の研究成果を取りまとめたもので

ある。本課題は令和 3年度が最終年度となるため 3 年度分の成果を取りまとめている。 

 

課題解決型廃炉研究プログラム 

課題名 研究代表者 所属機関 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアー

ムによる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦 
高橋 秀治 東京工業大学 

 

研究成果を取りまとめた成果報告書を付録として添付する。 
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付録 

 

成果報告書 
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概略 

東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所（以下、「1F」と略す。）の廃炉に関

しては、未だに様々な技術的な課題が残されている。その中の大きな課題の 1 つとして、炉内状

況の把握がある。事故を起こした原子炉の廃炉に関しては前例が無く、できる限りの情報を集め

て、作業での危険性をできるだけ減らして廃炉を行うしかないが、今の炉内探査の状況はグレー

チングの上を走るロボットが撮影した映像によるところが大きい。号機によってはグレーチング

上を走るロボットではなく、貫通部からのレールの上や、ペデスタル内にてテレスコピック式調

査装置や水中を泳ぐロボットからの写真画像はあるが、基本的には現状はグレーチング周辺にロ

ボットが行き、その周囲を計測している。一方、実際に燃料が存在していたはずの炉心該当部や

上部に関しては情報が少ない。実際の廃炉作業の際には、作業の振動によって上から物が落ちて

くる可能性、作業によって舞い上がった放射性物質が格納容器外に漏れ出す可能性等を含め、炉

の上部をも含めた全体の情報が必要となる。 

これまで国立大学法人東京工業大学（以下、「東京工業大学」と略す。）では 1F の廃炉に向けた

様々な技術研究を行っており、既に基礎開発が終わった技術も存在している。その中の 1 つに、

東京工業大学の遠藤らの試作したスーパードラゴン[4]がある。軽量高張力の耐放射線性化学繊維

ワイヤで駆動することで多関節を自在に操作することができる全長 10 m の長尺多関節アームで

あり、この方式であれば、狭い貫通部からでも計測用センサ含むアームを炉内に侵入させること

ができる可能性がある。また、長尺アームによって必要なところに近づきながらの計測が可能で

ある。ロボットアームの関節の配置を工夫することにより、アーム先端を 3 次元に動かすことも

可能であり、上下±10 m、左右±4 m の大きな可動範囲を持っていることから、圧力容器の底部に

も近づくことができると考えられる。一方、そのアーム先端には設計上、最大 10 kg 程度のもの

が載せられる。しかしながら、そのアームに動きを制限するような、例えば、いくつかの計測器

をアーム先端部に取り付けることを想定し、耐放射線性の計測機用の送電用電線、光ファイバー、

ガス供給配管などをアーム内部に通した場合に、それら送電機能や供給機能などを損なうことな

く、どの程度アームが操作できるかは未知数である。長尺アームにより炉心の外から操作できる

事の利点は、電源用や通信用のケーブルをそのアームの中に格納できる点にある。アーム自体に

は比較的断面積があるので、太いケーブルを格納できる余裕があり、センサ・機械を先端に付け

て動作させることができる可能性がある。 

かかる状況下、制御棒（Control Rod；以下、「CR」と略す。）ガイドチューブや燃料集合体上部

タイプレートが原子炉格納容器底部に発見されていることから圧力容器底部に直径数十 cm の穴

が開いている可能性が高いとの報告を受けて、本研究では、「拡張型スーパードラゴン多関節ロボ

ットアームによる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦」と題して、国立研究開発法人日本原子力

研究開発機構（以下、「原子力機構」と略す。）と共同研究を立ち上げ、ペデスタル上部から①穴

を見つける、②昇る、③調べる、の 3 つの段階的なアプローチの提案に向けた基礎研究開発・概

念検討を行う。 

 本研究においては、廃炉の加速化のためには圧力容器内部の損傷炉内構造物や燃料デブリの状

況把握が重要となるため、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術

の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、

カメラの Structure from Motion（以下、「SfM」と略す。）技術及び超音波計測技術を組み合わせ

てアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握を行うとともに、レーザーを用い
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た Laser-Induced Breakdown Spectroscopy（以下、「LIBS」と略す。）技術により核物質の分布状

況把握を行う遠隔探査手法のアームへの実装技術を開発する。さらには、楢葉遠隔技術開発セン

ター等を活用し実証試験を行い、その実現性を確かめることを目的とし、令和元年度から令和 3

年度までの 3 年間の研究期間を通して目的を達成する。 

 初年度である令和元年度は、長尺多関節アームの開発と原子炉圧力容器（以下、「RPV」と略す。）

下部へのアクセス検討については、既存の長尺多関節アームを活用し、圧力容器底部へのアクセ

スを可能とする技術の実現を目指して、曲げにくいケーブルを内包することが可能なワイヤ駆動

関節機構を有するロボットアームの設計、改良ロボットアーム部品の試作を行った。また、アー

ム先端に計測用の機器を設置できる長尺多関節アームへと構造改良を行うため、既存の長尺多関

節アームを活用して、関節配置の設計を行った。多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発につい

ては、既存の可搬型 LIBS 装置を活用し、多関節アーム実装を前提とした長尺光ファイバーを接続

するため、多関節アーム用 LIBS プローブ部を試作した。また、試作した LIBS プローブ部に既存

装置及び長尺光ファイバーを接続し、模擬試料からの LIBS 信号が得られることを確認した。そし

て、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する単一成分系・多成分系模擬

試験体の仕様及び作製方法を決定するとともに、電気炉を新規に購入し、単一成分系模擬試験体

を試作した。また、LIBS プローブ部の光学系改良に資する簡易分光光学系システムを試作した。

パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発については、単一素子の空中超音波センサを

試作し、パラメトリック超音波の音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状の

把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。さらには、多関節アームへの超音波計測装置の実装

にあたり、既存の超音波送受信系の実装可能性を調べるとともに、多関節アーム実装に適する小

型の超音波送受信系の設計・試作を行った。カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再構成の課

題点の抽出、及び、超音波計測技術による形状再構成の課題点の抽出を行うとともに、カメラ画

像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う補完手法の構築に資

する基礎データを取得した。 

 令和 2 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、RPV 下部の

開口部を発見することが可能かを確かめるために、先端にカメラを装備した既存の長尺多関節ア

ームを用いて模擬環境下で実験を実施した。また、LIBS プローブ部を上方に可搬可能なテレスコ

ピック型多関節アームを試作し、基本的動作を確認した。また、アーム先端に計測用の機器を設

置可能な長尺多関節アームの関節部分を設計・試作し、基本的動作を確認した。また、長尺多関

節アームの駆動に適した駆動ワイヤの仕様をまとめた。多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発

については、多関節アームへの実装を模擬するため、簡易型模擬アームを準備した。令和元年度

に試作した LIBS プローブを改良するとともに、マイクロチップレーザーLIBS プローブを試作し、

模擬アームに取り付けて、屈曲・伸展等の動きに対する可動状況を調べた。また、アームに取り

付けたプローブの固定状態の許容範囲を明確化するため、取得されるスペクトルのレーザー光焦

点深度依存性、試料に対するレーザー照射角度依存性を取得した。そして、多関節アームに実装

可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する単一成分系模擬試験体を試作するとともに、令和元

年度に試作した簡易分光光学系システムを改良した。パラメトリック超音波による形状再構成技

術の開発については、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。また、

アレイ型空中超音波センサを試作し、音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形

状の把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。さらには、多関節アームへの超音波計測装置の
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実装にあたり、多関節アーム実装に適する小型の超音波送受信系の改良を行うとともに、ペデス

タル上部のみならず下部の状況把握を鑑み、固体だけではなく液体への超音波計測適用性につい

て調べとりまとめた。そして、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再

構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、3 次元形状データの比較を行った。カメラ画

像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術

を開発した。 

令和 3 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、ロボットア

ームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアームに実装し、ロボッ

トアームの操作性を確認した。また、テレスコピック型多関節アームの長尺多関節アームへの適

用性を把握し、1F 現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題を抽出した。そして、関節配置、

駆動ワイヤ、センサ取り付け、ケーブルの巻取り、耐荷重等を考慮し、アーム先端に計測用の機

器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまとめた。多関節アーム実装型 LIBS プ

ローブの開発については、多関節アームに LIBS プローブを実装し、アームの操作によりプローブ

を任意の位置に搬送可能であることを確認した。また、多関節アームの遠隔操作により模擬試料

の LIBS 計測が可能であることを確認し、実装の可能性を評価した。そして、多関節アームに実装

可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する多成分系模擬試験体を作製するとともに、簡易分光

光学系システムを改良し LIBS 計測に最適な光学系について調べとりまとめた。パラメトリック超

音波による形状再構成技術の開発については、アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや

模擬構造物の形状を計測し、その有効性を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うととも

に、ロボットアームに超音波センサを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先

端部への実装適用性を確認した。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射

線性を確認した。また、令和 2 年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いた SfM 技

術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いた SfM 技術

と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。そして、

ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアームへの実

装適用性を確認した。 

以上から、3カ年計画の 3 年目である令和 3 年度の業務項目を実施し、3カ年計画の所期の目標

を達成した。令和元年度から令和 3 年度の本研究を通して、研究代表者の下で各研究項目間なら

びに廃炉環境国際共同研究センター（以下、「CLADS」と略す。）等との連携を密にして、1F 現場に

実機適用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進め、研究実施計画を推進するた

めの打合せや会議等を開催し、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする

技術の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしなが

ら、カメラの SfM 技術及び超音波計測技術を組み合わせてアーム先端部の自己位置を把握しつつ

炉内構造物の状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握

を行う遠隔探査手法のアームへの実装技術を開発した。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等

を活用し実証試験を行い、その実現性を確かめた。 
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令和 2 年度までの成果報告書： 

・拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦（委

託研究）; 令和元年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 

JAEA-Review 2020-040 

https://doi.org/10.11484/jaea-review-2020-040 

 

・拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによる圧力容器内燃料デブリ調査への挑戦（委

託研究）; 令和 2 年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 
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実装にあたり、多関節アーム実装に適する小型の超音波送受信系の改良を行うとともに、ペデス

タル上部のみならず下部の状況把握を鑑み、固体だけではなく液体への超音波計測適用性につい

て調べとりまとめた。そして、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再

構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、3 次元形状データの比較を行った。カメラ画

像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術

を開発した。 

令和 3 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、ロボットア

ームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアームに実装し、ロボッ

トアームの操作性を確認した。また、テレスコピック型多関節アームの長尺多関節アームへの適

用性を把握し、1F 現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題を抽出した。そして、関節配置、

駆動ワイヤ、センサ取り付け、ケーブルの巻取り、耐荷重等を考慮し、アーム先端に計測用の機

器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまとめた。多関節アーム実装型 LIBS プ

ローブの開発については、多関節アームに LIBS プローブを実装し、アームの操作によりプローブ

を任意の位置に搬送可能であることを確認した。また、多関節アームの遠隔操作により模擬試料

の LIBS 計測が可能であることを確認し、実装の可能性を評価した。そして、多関節アームに実装

可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する多成分系模擬試験体を作製するとともに、簡易分光

光学系システムを改良し LIBS 計測に最適な光学系について調べとりまとめた。パラメトリック超

音波による形状再構成技術の開発については、アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや

模擬構造物の形状を計測し、その有効性を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うととも

に、ロボットアームに超音波センサを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先

端部への実装適用性を確認した。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射

線性を確認した。また、令和 2 年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いた SfM 技

術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いた SfM 技術

と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。そして、

ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアームへの実

装適用性を確認した。 

以上から、3カ年計画の 3 年目である令和 3 年度の業務項目を実施し、3カ年計画の所期の目標

を達成した。令和元年度から令和 3 年度の本研究を通して、研究代表者の下で各研究項目間なら

びに廃炉環境国際共同研究センター（以下、「CLADS」と略す。）等との連携を密にして、1F 現場に

実機適用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進め、研究実施計画を推進するた

めの打合せや会議等を開催し、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする

技術の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしなが

ら、カメラの SfM 技術及び超音波計測技術を組み合わせてアーム先端部の自己位置を把握しつつ

炉内構造物の状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握

を行う遠隔探査手法のアームへの実装技術を開発した。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等

を活用し実証試験を行い、その実現性を確かめた。 
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1. はじめに 

 1F の廃炉に関しては未だに様々な技術的な課題が残されており、その中の課題の 1 つとして炉

内状況の把握がある。炉内探査の状況はグレーチングの上を走るロボットが撮影した映像による

ところが大きい。号機によってはグレーチング上を走るロボットではなく、貫通部からのレール

の上や、ペデスタル内にてテレスコピック式調査装置や水中を泳ぐロボットからの写真画像はあ

るが、基本的には現状はグレーチング周辺にロボットが行き、その周囲を調査している。実際の

廃炉計画策定にあたっては炉心にあった燃料デブリが溶融してどこに移動したかを正確に把握す

ることが必要である。かかる状況下、CR ガイドチューブや燃料集合体上部タイプレートが原子炉

格納容器底部に発見されていることから号機によっては圧力容器底部に直径数十 cm の穴が開い

ている可能性が高いとの報告［1］があり、ペデスタル床上に落下したデブリは確認されているが、

RPV 内については未だ明らかになっていない。一方、東京工業大学では 1F の廃炉に向けた様々な

技術研究を行っており、既に基礎開発が終わった技術も存在している。その中の 1 つに、東京工

業大学の遠藤らの試作したスーパードラゴン[4]がある。軽量高張力の耐放射線性化学繊維ワイヤ

で駆動することで多関節を自在に操作することができる全長 10 m の長尺多関節アームであり、こ

の方式であれば、狭い貫通部からでも計測用センサを含むアームを炉内に侵入させることができ

る可能性がある。 

そこで、本研究では、「拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによる圧力容器内燃料デ

ブリ調査への挑戦」と題する研究を立ち上げ、廃炉の加速化のためには RPV 内部の損傷炉内構造

物や燃料デブリの状況把握が重要となるため、ペデスタル上部に位置する RPV 底部の状況把握を

可能とする技術の実現を目的として、令和元年度から令和 3 年度までの 3 年間の研究期間を通し

て、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM 技術

及び超音波計測技術を組み合わせてアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握

を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法の

アームへの実装技術を開発する。 

レーザーと超音波を用いた炉内構造物把握と物質分析の遠隔検査技術に関する研究開発を行う。

既に基礎開発が完成している長尺多関節アームの中に、電源・計測用のケーブルや光ファイバー

等を収めた上で、計測に適した手先の位置姿勢の制御ができるように改良し、さらには計測用セ

ンサをアーム手先に設置して、アームの実機適用性開発を行う。アーム先端に付ける計測用セン

サとして、本研究ではレーザー／光ファイバーと超音波センサを選定した。レーザー／光ファイ

バーセンサでは、レーザー光を光ファイバーで搬送し、対象物に集光照射することで得られるプ

ラズマ発光から対象物の組成をその場で明らかにする LIBS 法のアームへの実装技術を開発する。

超音波センサについては、光学カメラでは観測困難な周囲炉内構造物や炉内形状を可視化すると

もに、研究分担者が平成 27～29 年度の日英原子力共同研究（代表：東京工業大学 木倉宏成）で

技術開発した、超音波による流体測定の応用可能性についても検討する。これらの炉心容器内部

を調査する長尺多関節アームの開発と計測技術を開発し、安全・確実で問題発生の少ない廃炉作

業に寄与する。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を行い、その実現性を

確かめる。 

以上の多関節ロボットアーム技術・計測技術を東京工業大学と原子力機構とで協働して開発す

ることで、1F の廃炉に資する研究を行うことが本研究の目的である。 
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2. 業務計画 

2.1 全体計画 

2.1.1 全体計画概要と全体計画表 

廃炉の加速化のためには圧力容器内部の損傷炉内構造物や燃料デブリの状況把握が重要と

なるため、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術の実現を目的

として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM

技術及び超音波計測技術によりアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握

を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手

法のアームへの実装技術を開発する。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試

験を行い、その実現性を確かめる。 

本業務の全体計画表を表 2.1-1 に示す。本業務では令和元年度から令和 3 年度までの 3 年間

の研究期間を通して上述の目的を達成する。 

 

 

 

 

表 2.1-1 全体計画表 
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1. はじめに 

 1F の廃炉に関しては未だに様々な技術的な課題が残されており、その中の課題の 1 つとして炉

内状況の把握がある。炉内探査の状況はグレーチングの上を走るロボットが撮影した映像による

ところが大きい。号機によってはグレーチング上を走るロボットではなく、貫通部からのレール

の上や、ペデスタル内にてテレスコピック式調査装置や水中を泳ぐロボットからの写真画像はあ

るが、基本的には現状はグレーチング周辺にロボットが行き、その周囲を調査している。実際の

廃炉計画策定にあたっては炉心にあった燃料デブリが溶融してどこに移動したかを正確に把握す

ることが必要である。かかる状況下、CR ガイドチューブや燃料集合体上部タイプレートが原子炉

格納容器底部に発見されていることから号機によっては圧力容器底部に直径数十 cm の穴が開い

ている可能性が高いとの報告［1］があり、ペデスタル床上に落下したデブリは確認されているが、

RPV 内については未だ明らかになっていない。一方、東京工業大学では 1F の廃炉に向けた様々な

技術研究を行っており、既に基礎開発が終わった技術も存在している。その中の 1 つに、東京工

業大学の遠藤らの試作したスーパードラゴン[4]がある。軽量高張力の耐放射線性化学繊維ワイヤ

で駆動することで多関節を自在に操作することができる全長 10 m の長尺多関節アームであり、こ

の方式であれば、狭い貫通部からでも計測用センサを含むアームを炉内に侵入させることができ

る可能性がある。 

そこで、本研究では、「拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによる圧力容器内燃料デ

ブリ調査への挑戦」と題する研究を立ち上げ、廃炉の加速化のためには RPV 内部の損傷炉内構造

物や燃料デブリの状況把握が重要となるため、ペデスタル上部に位置する RPV 底部の状況把握を

可能とする技術の実現を目的として、令和元年度から令和 3 年度までの 3 年間の研究期間を通し

て、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM 技術

及び超音波計測技術を組み合わせてアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握

を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法の

アームへの実装技術を開発する。 

レーザーと超音波を用いた炉内構造物把握と物質分析の遠隔検査技術に関する研究開発を行う。

既に基礎開発が完成している長尺多関節アームの中に、電源・計測用のケーブルや光ファイバー

等を収めた上で、計測に適した手先の位置姿勢の制御ができるように改良し、さらには計測用セ

ンサをアーム手先に設置して、アームの実機適用性開発を行う。アーム先端に付ける計測用セン

サとして、本研究ではレーザー／光ファイバーと超音波センサを選定した。レーザー／光ファイ

バーセンサでは、レーザー光を光ファイバーで搬送し、対象物に集光照射することで得られるプ

ラズマ発光から対象物の組成をその場で明らかにする LIBS 法のアームへの実装技術を開発する。

超音波センサについては、光学カメラでは観測困難な周囲炉内構造物や炉内形状を可視化すると

もに、研究分担者が平成 27～29 年度の日英原子力共同研究（代表：東京工業大学 木倉宏成）で

技術開発した、超音波による流体測定の応用可能性についても検討する。これらの炉心容器内部

を調査する長尺多関節アームの開発と計測技術を開発し、安全・確実で問題発生の少ない廃炉作

業に寄与する。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を行い、その実現性を

確かめる。 

以上の多関節ロボットアーム技術・計測技術を東京工業大学と原子力機構とで協働して開発す

ることで、1F の廃炉に資する研究を行うことが本研究の目的である。 
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2.2 実施体制 

本課題における実施体制図（従事者のみ記載）を図 2.1-1 に示す。令和 3 年度の実施体制は

東京工業大学従事者 14 名、原子力機構従事者 10 名、その他、協力者等から構成されている。 

 

 
 

図 2.1-1 本課題における実施体制図 

研究責任者 若井田育夫

再委託先（連携機関）
日本原子力研究開発機構

((2)多関節アーム実装型LIBSプローブの
開発 ①実装型LIBSプローブの開発)

宮部昌文

・レーザー照射プルーム
特性評価

大場正規

・LIBS解析評価

狩野貴宏

・LIBS適正化、特性評価、
LIBS解析評価

岩田圭弘

・レーザー照射プルーム
特性評価

課題全体のとりまとめ

東京工業大学 事業代表者 高橋秀治

(1)長尺多関節アームの開発と原子炉圧力容器下部へのアクセス検討
①改良ロボットアームの試験
②アームの構造改良

(2)多関節アーム実装型LIBSプローブの開発
② 模擬試験体作製及びLIBS光学系改良検討

(3)パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発
①専用パラメトリック超音波センサの開発
②SfM応用による超音波3次元画像再構成データの補完技術の開発

(4)研究推進

高橋秀治

・パラメトリック超音波
に よ る 形 状 再 構 築
技術の開発の統括

・模擬試験体作製及び
LIBS光 学系改 良検
討の統括

遠藤 玄

・長尺多関節アームの
開 発 と 原 子 炉 圧力
容器下部へのアクセ
ス 検 討 に お け る
ロボットシステム開発
の統括

木倉宏成

・多関節アームへの計
測機器類の実装検討、
超音波計測システム
の開発

奈良林直

・原子炉内損傷調査・
過酷事故への開発
手法の適用性検討

長坂秀雄

・過酷事故の進展調査
と計測の最適化検討

石塚隆雄

・原子炉内損傷調査と
計測システムの開発

髙田敦

・長尺多関節アームの
改良・実験補助

荘司成熙

・小型の超音波送受信
系の改良補助、パラ
メトリック超音波によ
る形状再構成技術の
開発補助

WANG ZHENYU

・長尺多関節アームの
実験補助、SfM技術開
発補助

ZHANG Zeliang

・LIBSプローブ部の光
学系改良に資する簡
易分光光学系システ
ムの改良補助

永井敏也

・長尺多関節アームの
実験補助

井上遼

・SfM技術と超音波計
測技術による形状再
構成の長所・短所を
補う相互補完を行う
技術開発の補助

鎮目結稀

・長尺多関節アームの
実験補助

田邉大登

・パラメトリック超音波
による形状再構成技
術の開発補助

若井田育夫

・ファイバーLIBS適正化

大場弘則

・ファイバーLIBS適正化
・LIBS特性評価

赤岡克昭

・LIBS解析評価

田村浩司

・ファイバーLIBS
適正化、特性評価

柴田卓弥

・ ファイバーLIBS
特性評価

中西 隆造

・ファイバーLIBS適正
化、特性評価
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2.3 令和 3年度の成果の目標及び業務の実施方法 

2.3.1 計画概要及び月別年間計画表 

令和 3 年度の計画の概要は以下の通りとする。 

令和 3 年度の本業務の月別年間計画表を表 2.3-1 に示す。 

 

表 2.3-1 月別年間計画表 

 
 

(1)長尺多関節アームの開発とRPV下部へのアクセス検討 

① 改良ロボットアームの試験 

ロボットアームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボット

アームに実装し、ロボットアームの操作性を確認する。また、テレスコピック型多関節

アームの長尺多関節アームへの適用性を把握し、1F現場に実機適用すべく、実用化

に必要な課題を抽出する。 

 

② アームの構造改良 

関節配置、駆動ワイヤ、センサ取り付け、ケーブルの巻取り、耐荷重等を考慮し、ア

ーム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまと

める。 

 

(2)多関節アーム実装型LIBSプローブの開発 

① 実装型LIBSプローブの開発（連携先：原子力機構） 

多関節アームにLIBSプローブを実装し、アームの操作によりプローブを任意の位置

年度
項目

2021年
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

2022年
1月 2月 3月

(1)長尺多関節アームの開発と

原子炉圧力容器下部への

アクセス検討

①改良ロボットアームの試験

（東京工業大学）

②アームの構造改良

（東京工業大学）

(2) 多関節アーム実装型LIBS
プローブの開発

①実装型LIBSプローブの開発

（原子力機構）

②模擬試験体作製及びLIBS光学
系改良検討

（東京工業大学）

(3)パラメトリック超音波による
形状再構成技術の開発

①専用パラメト リック超音波
センサの開発

（東京工業大学）

②SfM応用による超音波3次元
画像再構成データの補完技術
の開発

（東京工業大学）

(4)研究推進

ロボットアーム改良、ロボットアームの操作性確認、テレスコピック型多関節アームの長尺多関節アームへの適用性把握、
実用化に必要な課題抽出 まとめ

△
研究推進

委員会(6月）
全体のまとめ

アーム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造の検討 まとめ

多成分系模擬試験体の作製、簡易分光光学系システムの改良、LIBS計測に最適な光学系の検討 まとめ

アレイ型空中超音波センサによる形状計測における有効性評価、超音波送受信系の改良、センサ取付治具作製、
超音波センサの耐放射線性確認 まとめ

模擬構造物を用いたSfM技術・超音波計測技術による形状再構成、3次元画像再構成の補完手法の開発、カメラ
取付治具作製

まとめ

研究推進のための打合せ、会議等の開催

まとめ多関節アームへのLIBSプローブ実装・搬送可能性確認、模擬試料のLIBS計測の可能性確認、実装可能性評価

△ △ △ △
研究推進

委員会(7月）

研究推進

委員会(10月）

研究推進

委員会(12月）

研究推進

委員会(1月）
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2.2 実施体制 

本課題における実施体制図（従事者のみ記載）を図 2.1-1 に示す。令和 3 年度の実施体制は

東京工業大学従事者 14 名、原子力機構従事者 10 名、その他、協力者等から構成されている。 

 

 
 

図 2.1-1 本課題における実施体制図 

研究責任者 若井田育夫

再委託先（連携機関）
日本原子力研究開発機構

((2)多関節アーム実装型LIBSプローブの
開発 ①実装型LIBSプローブの開発)

宮部昌文

・レーザー照射プルーム
特性評価

大場正規

・LIBS解析評価

狩野貴宏

・LIBS適正化、特性評価、
LIBS解析評価

岩田圭弘

・レーザー照射プルーム
特性評価

課題全体のとりまとめ

東京工業大学 事業代表者 高橋秀治

(1)長尺多関節アームの開発と原子炉圧力容器下部へのアクセス検討
①改良ロボットアームの試験
②アームの構造改良

(2)多関節アーム実装型LIBSプローブの開発
② 模擬試験体作製及びLIBS光学系改良検討

(3)パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発
①専用パラメトリック超音波センサの開発
②SfM応用による超音波3次元画像再構成データの補完技術の開発

(4)研究推進

高橋秀治

・パラメトリック超音波
に よ る 形 状 再 構 築
技術の開発の統括

・模擬試験体作製及び
LIBS光 学系改 良検
討の統括

遠藤 玄

・長尺多関節アームの
開 発 と 原 子 炉 圧力
容器下部へのアクセ
ス 検 討 に お け る
ロボットシステム開発
の統括

木倉宏成

・多関節アームへの計
測機器類の実装検討、
超音波計測システム
の開発

奈良林直

・原子炉内損傷調査・
過酷事故への開発
手法の適用性検討

長坂秀雄

・過酷事故の進展調査
と計測の最適化検討

石塚隆雄

・原子炉内損傷調査と
計測システムの開発

髙田敦

・長尺多関節アームの
改良・実験補助

荘司成熙

・小型の超音波送受信
系の改良補助、パラ
メトリック超音波によ
る形状再構成技術の
開発補助

WANG ZHENYU

・長尺多関節アームの
実験補助、SfM技術開
発補助

ZHANG Zeliang

・LIBSプローブ部の光
学系改良に資する簡
易分光光学系システ
ムの改良補助

永井敏也

・長尺多関節アームの
実験補助

井上遼

・SfM技術と超音波計
測技術による形状再
構成の長所・短所を
補う相互補完を行う
技術開発の補助

鎮目結稀

・長尺多関節アームの
実験補助

田邉大登

・パラメトリック超音波
による形状再構成技
術の開発補助

若井田育夫

・ファイバーLIBS適正化

大場弘則

・ファイバーLIBS適正化
・LIBS特性評価

赤岡克昭

・LIBS解析評価

田村浩司

・ファイバーLIBS
適正化、特性評価

柴田卓弥

・ ファイバーLIBS
特性評価

中西 隆造

・ファイバーLIBS適正
化、特性評価
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に搬送可能であることを確認する。 

 

多関節アームの遠隔操作により模擬試料のLIBS計測が可能であることを確認し、実

装の可能性を評価する。 

 

② 模擬試験体作製及びLIBS光学系改良検討 

多関節アームに実装可能なLIBSプローブ部の光学系改良に資する多成分系模擬試

験体を作製するとともに、簡易分光光学系システムを改良しLIBS計測に最適な光学系

について調べとりまとめる。 

 

(3) パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発 

① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その

有効性を評価する。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロボットアームに

超音波センサを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先端部への実

装適用性を確認する。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射

線性を確認する。 

 

② SfM応用による超音波3次元画像再構成データの補完技術の開発 

令和2年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いたSfM技術による形

状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いたSfM技術

と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発す

る。また、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、

ロボットアームへの実装適用性を確認する。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にして、1F現場に実機適

用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進める。また、研究実施計画を

推進するための打合せや会議等を開催する。 
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3. 実施内容及び成果 

3.1 長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討 

3.1.1 令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要） 

以下に、令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要）を示す。 

① 改良ロボットアームの試験 

令和元年度は、既存の長尺多関節アームを活用し、RPV底部へのアクセスを可能とする技

術の実現を目指して、曲げにくいケーブルを内包することが可能なワイヤ駆動関節機構を

有するロボットアームの設計、改良ロボットアーム部品の試作を行った。また、RPV底部へ

のアクセスを可能とする技術の実現を目指して、既存の長尺多関節アームの可動範囲確認

試験を行うとともに、曲げにくいケーブルを内包することが可能なワイヤ駆動関節機構を

有するロボットアームの設計として直動機構を提案した。 

提案のなかで、CRガイドチューブや燃料集合体上部タイプレートが原子炉格納容

器底部に発見されていることから、RPV底部に直径数十cmの穴が開いている可能性が高いと

の報告を受けており、本研究では、図3.1-1に示すような長尺多関節アームの開発とRPV下部

へのアクセスの概念を掲げ、ペデスタル上部から①穴を見つける、②昇る、③調べる、の3

つの段階的なアプローチの提案（図3.1-2）に向けた基礎研究開発・概念検討を行った。 

 

 

 
図 3.1-1 長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセスの概念図[2] 

 

 

 

 
 

図 3.1-2 ①穴を見つける、②昇る、③調べるの 3 つの段階的なアプローチの提案[2]
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に搬送可能であることを確認する。 

 

多関節アームの遠隔操作により模擬試料のLIBS計測が可能であることを確認し、実

装の可能性を評価する。 

 

② 模擬試験体作製及びLIBS光学系改良検討 

多関節アームに実装可能なLIBSプローブ部の光学系改良に資する多成分系模擬試

験体を作製するとともに、簡易分光光学系システムを改良しLIBS計測に最適な光学系

について調べとりまとめる。 

 

(3) パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発 

① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その

有効性を評価する。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロボットアームに

超音波センサを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先端部への実

装適用性を確認する。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射

線性を確認する。 

 

② SfM応用による超音波3次元画像再構成データの補完技術の開発 

令和2年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いたSfM技術による形

状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いたSfM技術

と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発す

る。また、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、

ロボットアームへの実装適用性を確認する。 

 

(4) 研究推進 

研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にして、1F現場に実機適

用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進める。また、研究実施計画を

推進するための打合せや会議等を開催する。 

 

 

JAEA-Review 2022-060

- 33 -



 

7 
 

 

試作した改良ロボットアーム部品を図 3.1-3 に示す。改良前は軽量化のためエンジニアリング

プラスチックであるポリアセタール樹脂を用いてプーリを試作していたが、高張力時に面外方向

に撓み、フランジが破損することによりワイヤが度々脱落していた。これを改善するため、材料

を高力アルミニウム（A5052）に変更し、フランジ高さをより高くする改良を施した。 

 

 
図 3.1-3 試作した改良ロボットアーム部品の一部（材料：A5052）[2] 

 

令和2年度は、RPV下部の開口部を発見することが可能かを確かめるために、先端にカメ

ラを装備した既存の長尺多関節アームを用いて模擬環境下で実験を実施した。また、LIBSプ

ローブ部を上方に可搬可能なテレスコピック型多関節アームを試作し、基本的動作を確認

した。東京工業大学内及び楢葉遠隔技術開発センターの簡易的な模擬環境施設においてカ

メラを装備した既存の多関節アームを用いた基礎実験を実施し、RPV下部の開口部を発見す

ることが可能かを確かめることを目指して、長尺多関節アームの基礎的な上下左右動作を

調べとりまとめた。また、3本のワイヤにより駆動されるテレスコピック型多関節アームを

試作し、伸展・収縮の基本的動作を確認した。 

既存の多関節アームを用いた基礎実験については、東京工業大学内において多関節アー

ムの基礎的な上下左右動作の検証をしたのち、楢葉遠隔技術開発センターへ多関節ロボッ

トアームを輸送し、簡易的な模擬環境施設として、楢葉遠隔技術開発センターの試験水槽を

模擬の探索対象とし、長尺多関節アームの上下左右動作を調べ、予め設置したマーカを、超

長尺多関節アームスーパードラゴンの手先部に装着した小型カメラによって撮影すること

が可能か、実験により検証した（図3.1-4）。 

 

 

図3.1-4 楢葉遠隔技術開発センターの簡易的な模擬環境施設における多関節アー

ムを用いた基礎実験（探索動作検証及び手先位置の測定）[3]
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さらに、テレスコピック型多関節アーム試作、伸展・収縮の基本的動作の確認

については、伸展をテレスコピック構造で満たしつつ、検査器具を含めた合計重

量を10 kg以内として長尺多関節ロボットアームの先端に搭載することを想定し、

ロープによる駆動で鉛直方向に伸縮ができるテレスコピック型多関節アームの設

計・試作を行った。狭空間高所部を調査するため、細径で伸縮比の高い軽量の機

構を提案、試作し、伸展・収縮の基本的動作の確認をした（図3.1-5）。 

 

 
図 3.1-5 テレスコピックブームの伸展の様子[3] 

 

② アームの構造改良 

令和元年度は、アーム先端に計測用の機器を設置できる長尺多関節アームへと構造改良

を行うため、既存の長尺多関節アームを活用して、関節配置の設計を行った。また、アーム

先端に計測用の機器を設置できる長尺多関節アームへと構造改良を行うにあたり、計測器

配線・光ファイバーの取り回しのためにダクトホース・回転接手を利用した設計を考案した。 

令和2年度は、アーム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アームの関節部分を設

計・試作し、基本的動作を確認した。また、長尺多関節アームの駆動に適した駆動ワイヤの

仕様をまとめた。そして、また、アーム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アーム

の関節部分の設計・試作として、計測機器用のケーブル類をテレスコピック型多関節アーム

の伸展・収縮に同期して、ケーブルの巻き取り・繰り出しの機能を実現するケーブル収納機

構を設計・試作し、基本的動作を確認した。 

計測機器用のケーブル類をテレスコピック型多関節アームの伸展・収縮に同期して、ケー

ブルの巻き取り・繰り出しの機能を実現するケーブル収納機構として設計した機構の全体

概要を図3.1-6に示す。テレスコピックブームの伸縮を行うためのアクチュエータを用いて、

伸縮に同期してケーブル収納部分を回転させ、ケーブルを繰り出し・巻き取る機構となって

いる。また、ケーブルを配置した機構概要を図3.1-7に示す。かさ歯車を用い、駆動ワイヤ

の巻き取りに用いた動力をケーブルのリールに回転伝達し、少ない要素でねじれが生じな

い巻き取りを実現する設計となっている。直径10 mmの模擬ケーブルを用いて試作したケー

ブル収納機構の動作の様子を図3.1-8に示す。
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試作した改良ロボットアーム部品を図 3.1-3 に示す。改良前は軽量化のためエンジニアリング

プラスチックであるポリアセタール樹脂を用いてプーリを試作していたが、高張力時に面外方向

に撓み、フランジが破損することによりワイヤが度々脱落していた。これを改善するため、材料

を高力アルミニウム（A5052）に変更し、フランジ高さをより高くする改良を施した。 

 

 
図 3.1-3 試作した改良ロボットアーム部品の一部（材料：A5052）[2] 

 

令和2年度は、RPV下部の開口部を発見することが可能かを確かめるために、先端にカメ

ラを装備した既存の長尺多関節アームを用いて模擬環境下で実験を実施した。また、LIBSプ

ローブ部を上方に可搬可能なテレスコピック型多関節アームを試作し、基本的動作を確認

した。東京工業大学内及び楢葉遠隔技術開発センターの簡易的な模擬環境施設においてカ

メラを装備した既存の多関節アームを用いた基礎実験を実施し、RPV下部の開口部を発見す

ることが可能かを確かめることを目指して、長尺多関節アームの基礎的な上下左右動作を

調べとりまとめた。また、3本のワイヤにより駆動されるテレスコピック型多関節アームを

試作し、伸展・収縮の基本的動作を確認した。 

既存の多関節アームを用いた基礎実験については、東京工業大学内において多関節アー

ムの基礎的な上下左右動作の検証をしたのち、楢葉遠隔技術開発センターへ多関節ロボッ

トアームを輸送し、簡易的な模擬環境施設として、楢葉遠隔技術開発センターの試験水槽を

模擬の探索対象とし、長尺多関節アームの上下左右動作を調べ、予め設置したマーカを、超

長尺多関節アームスーパードラゴンの手先部に装着した小型カメラによって撮影すること

が可能か、実験により検証した（図3.1-4）。 

 

 

図3.1-4 楢葉遠隔技術開発センターの簡易的な模擬環境施設における多関節アー

ムを用いた基礎実験（探索動作検証及び手先位置の測定）[3]
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図 3.1-6 設計した機構の全体概要[3] 図 3.1-7 ケーブルを配置した機構概要[3] 

 

 

 

 
図 3.1-8 試作したケーブル収納機構の動作の様子[3] 

 

 

3.1.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

① 改良ロボットアームの試験 

ロボットアームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアー

ムに実装し、ロボットアームの操作性を確認した。また、テレスコピック型多関節アーム

の長尺多関節アームへの適用性を把握し、1F現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題

を抽出した。 

ロボットアーム制御系向上のための改良を行った。また、計測用の送電ケーブル・セン

サ等をロボットアームに実装し、ロボットアーム先端におけるエンドエフェクタの動作検
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証を含むワイヤ駆動関節機構の操作性を確認した。そして、令和2年度までに試作したテレ

スコピック型多関節アームを長尺の多関節ロボットアームへと統合（図3.1-9）し、拡張型

スーパードラゴン多関節ロボットアームとしての上方進展適用性を把握した。さらには、1

F現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題を抽出しとりまとめるとともに、簡易仮想環

境3Dデータを含むロボットシミュレータの試作やテレスコピックアームの位置安定を目指

した構造体への柔軟な固定法検討を行い、将来開発技術について概観した。 

テレスコピック型多関節アームは、全4本のCFRPパイプで構成されており、質量6.3 kg、

収縮時長さ2100 mm、最大展開時長さ6300 mm、展開部の最外径82 mm、先端のパイプ外径5

2 mmとなっている。駆動方式はワイヤ駆動であり、3本の高強度化学繊維ロープが120°に

等配されている。ロープ経路は根元と先端を往復して配置され、収縮時が経路長最大、最

大展開時が経路長最小となっている。展開時にはロープを巻き取って展開させ、収縮時に

はロープを送り出して自重により収縮させることが可能となる。令和3年度は、テレスコピ

ック型多関節アームを長尺多関節アームへ統合化させて、拡張型スーパードラゴン多関節

ロボットアームの開発ができた。なお、ペイロードは2.5 kgまでかけられることを確認し

た。RPV底部に到達するためには、格納容器内に水平に侵入し、ペデスタルから垂直上方に

測定機器を運搬する必要があるが、本研究成果から、ペデスタルからRPV底部に侵入する姿

勢が機構的に実現可能であることを確認し、当初提案のRPV下部へのアクセス概念コンセプ

トにおけるペデスタル上部から①穴を見つける、②昇る、③調べる、の段階的なアプロー

チに必要なロボットアーム姿勢の機構的実現性を確認した。 

 

 

 
 

図 3.1-9 テレスコピック型多関節アームを長尺多関節アームへ統合化させた 

拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアーム
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図 3.1-6 設計した機構の全体概要[3] 図 3.1-7 ケーブルを配置した機構概要[3] 

 

 

 

 
図 3.1-8 試作したケーブル収納機構の動作の様子[3] 

 

 

3.1.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

① 改良ロボットアームの試験 

ロボットアームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアー

ムに実装し、ロボットアームの操作性を確認した。また、テレスコピック型多関節アーム

の長尺多関節アームへの適用性を把握し、1F現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題

を抽出した。 

ロボットアーム制御系向上のための改良を行った。また、計測用の送電ケーブル・セン

サ等をロボットアームに実装し、ロボットアーム先端におけるエンドエフェクタの動作検
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そして、ロボットアーム制御系向上のための改良を行った。自重負荷トルクは機構の耐荷重、

腱の強度にとって重要であるだけでなく、腱の大きな弾性伸びを引き起こし、関節角制御の課

題となる。具体的には、自重負荷トルクが関節角の三角関数で変化するため、特にアーム体幹

が上向きの姿勢では関節角制御を不安定化させる。腱の伸びが全く無視できる場合では自重負

荷トルクの不安定性は問題にならない。一方、長尺な腱駆動ロボットアームでは、全長が長い

ほど腱の剛性が低くなり、関節角制御の不安定性が顕在化する。このような場合での関節角制

御方式として、腱を巻き取るアクチュエータはローカルに変位制御され、アームは力のつり合

いをほぼ保ったままゆっくりと動作させる方式を採用している。すなわち、アクチュエータが

動いていないとき、アームの関節角は自重負荷トルクと腱の弾性力がつり合った場所、すなわ

ち平衡点となる。問題は、関節角目標値が安定な平衡点ではなく、不安定な平衡点であると、

たとえその関節角目標値が平衡点となるアクチュエータ変位であっても、外乱によって、近接

する別の安定平衡点に落ち込んでいき、意図した関節角目標値には収束できないことである。 

そこで、このような不安定平衡点となる関節角を避けながら目標手先位置に到達する経路計

画法を開発した。本手法では、不安定平衡点となる姿勢を避けてゴール地点まで手先位置を辿

り着かせる関節角の経路を探索するものである。 

障害物を回避しながら経路計画を行う場合では、スタート地点からゴール地点の間にある

様々な地点について、周囲の障害物と干渉なく手先位置をその地点に位置決めできる姿勢が存

在するか逆運動学で判別し、干渉なく到達できる地点をスタートからゴールまで連ねるとし、

関節角の不安定な姿勢を回避できるかを逆運動学で判別しながら経路を探索する。冗長逆運動

学を多数の地点に対して解くことで、その地点が到達可能であるか判別する。そして、経路探

索アルゴリズム RRT（Rapidly exploring Random Trees）を用いて、腱張力が設計強度を超え

ない、かつ、安定な姿勢が存在する手先位置の経路を探索した。 

ロボットアーム制御系向上のための改良結果として、長尺多関節アームに本手法を適用し、

制御指令値に対して関節センサ測定値がゴール地点に経路計画を用いることで到達できるこ

とを確認した（図 3.1-10）。
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図 3.1-10 ロボットアーム制御系向上のための改良結果 

 

 

 

 

また、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアームに実装し、ロボットアーム先

端における3.1.2②で詳細を示す、エンドエフェクタの動作検証を含むワイヤ駆動関節

機構の操作性を確認した（図3.1-11）。さらには、1F現場に実機適用すべく、実用化に必

要な課題を抽出しとりまとめるとともに、簡易仮想環境3Dデータを含むロボットシミュレ

ータの試作を行った（図3.1-12）。シミュレータでは機能として仮想環境3Dデータとして、

簡易1Fモデル、簡易楢葉遠隔技術開発センターモデル、基礎構造物自由配置モデルを選択

できるようにし、障害物衝突解析、俯瞰カメラ・手先カメラ機能搭載、超音波距離計測シ

ミュレータ等を機能として組み込んだ。そして、テレスコピックアームの位置安定を目指

した構造体に対して、風船型の柔軟な固定法検討を行った（図3.1-13）。 
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図 3.1-11 エンドエフェクタの動作検証を含むワイヤ駆動関節機構の操作性確認 

 

 

 

 
 

図 3.1-12 ロボットシミュレータ試作 
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図 3.1-13 テレスコピックアームの位置安定を目指した構造体に対する 

柔軟な固定法検討例 

 

後述する計測手法開発と併せて、令和元年度から令和 3 年度にわたる本課題の研究開発を通

じて、当初の本課題開発コンセプトの実現性を確認し、CR ガイドチューブや RPV 底部へアクセ

スして先端に積んだ計測器による各種調査を行うポテンシャルを示唆する成果が得られ、その

道筋をつけることはできたと思われる。一方で、各種計測器の小型化による適用範囲は確認で

きたものの、現状では自由空間において先端部の対象箇所への搬送可能性について明示した範

囲にとどまっており、今後、実機適用に向けては、廃炉に関連する電力関係機関・研究機関・

メーカー企業等と連携して、実環境を模擬した過酷なモックアップ環境での実証試験、本研究

で得られた知見の高度化研究を行い、本研究で得られた技術等の実機適用化を目指すことが重

要である。実用化に必要な課題として、以下の将来技術開発が求められる。 

 

・多関節ロボットアーム収納・展開・メンテナンス方法検討：PCV ペネトレーション部との接

続室等の検討（接続室の大きさ、気密維持機構、アーム侵入前後メンテナンス機構収納等）、

侵入前・侵入後のメンテンナンス法検討。 

・多関節ロボットアーム内部プーリからのワイヤ脱落防止機構の強化検討。 

・狭隘地探査のための関節制御法：3 次元的に存在する複雑な支障物を避けつつ狭隘地に進

入するための運動制御法の検討。カメラ画像等による有視界誘導を考慮した各関節へのカ

メラや接触センサー設置検討。事前に 3 次元座標系で全関節と関節間の腕を含めた移動経

路のプログラム化検討。自動航法のためのレーザースキャナーや接近センサーの考案検討。

アーム全体の重量や分布変化を考慮した動作制御イタレーション作業検討。 

・防塵・防水性：格納容器内部での放射線以外の劣悪な環境に耐えうる機構設計。 

・故障時・耐用年数を超えた場合の汚染されたロボットの取り扱い検討。 

・操作用ユーザインタフェース開発：デジタルツイン利用など。 

・電源ケーブルの耐屈曲性・耐放射性評価試験、光ファイバーケーブル耐屈曲性評価：破断

可能性、伝送効率性評価など。 

・折損頻度を低減するためのアーム内外に使用する各種ケーブルの仕様など、周辺機器の詳

細化（被覆の強度や防水性、水が浸入した際の措置などの検討）。 

・超音波、レーザー、カメラ等の計測データの高速可視化処理。 

  等 
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図 3.1-11 エンドエフェクタの動作検証を含むワイヤ駆動関節機構の操作性確認 

 

 

 

 
 

図 3.1-12 ロボットシミュレータ試作 
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② アームの構造改良 

関節配置、駆動ワイヤ、センサ取り付け、ケーブルの巻取り、耐荷重等を考慮し、アー

ム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまとめた。 

アーム先端に計測用の機器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまと

め、エンドエフェクタの設計・試作を行った（図3.1-14）。 

本研究で使用するLIBS分析法では、焦点距離や焦点角度が重要であり、測定する対象は、

ある程度面積をもった平面と仮定した場合でのエンドエフェクタを試作した。LIBSプロー

ブと対象物との距離は10 mm、レーザー照射角度は30°以内と想定した。測定対象平面との

距離誤差を許容する直動機能、LIBSプローブの姿勢誤差を許容し測定対象平面に対してLI

BSプローブを垂直配置させる倣い機能の2つの機能を持つエンドエフェクタを設計・試作し

た。なお、本研究で使用する超音波センサやカメラの取り付けも可能となる設計としてい

る。姿勢誤差を吸収するため、Remote Center Mechanismを利用した。Remote Center 

Mechanismとは、回転軸が1点に交わることにより、位置は一定のままでその点周りの回転

が可能とする手法である。したがって、LIBSプローブの焦点をRemote Center Mechanismの

回転中心とすることで、角度誤差のみを吸収することができる。試作したエンドエフェク

タでは、測定対象面に押し付けることで、測定対象に倣うことが可能となっている。つま

り、測定対象からのLIBSプローブの距離を一定にしつつ回転する。球面であるため固定さ

れたLIBSプローブは回転するが、測定対象からの距離は一定とすることが可能である。ま

た倣い機構は弾性体で支持させておき、先端が測定対象面から離れると中立姿勢に戻るよ

うになっている（図3.1-15(a)）。 

また、倣い機構は測定対象面に倣うために、エンドエフェクタを押し付ける必要があり、

エンドエフェクタだけを直動させ測定対象面に押し付ける直動機構が必要である。ワイヤ

2本をエンドエフェクタに接続し、バネによる反発力と拮抗させることでエンドエフェクタ

を伸縮することができるようにしている（図3.1-15(b)）。 

 

 

 

 
図 3.1-14 エンドエフェクタの設計
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(a)測定対象面倣い機構          (b)測定対象面距離直動調整機構 

図 3.1-15 エンドエフェクタの試作 
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3.2 多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発 

3.2.1 令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要） 

以下に、令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要）を示す。 

① 実装型 LIBS プローブの開発（連携先：原子力機構） 

令和元年度は、既存の可搬型LIBS装置を活用し、多関節アーム実装を前提とした長尺光

ファイバーを接続するため、多関節アーム用LIBSプローブ部を試作した。そして、試作した

LIBSプローブ部に既存装置及び長尺光ファイバーを接続し、模擬試料からのLIBS信号が得

られることを確認した。また、ガス搬送チューブと光ファイバーを一体化した多関節アーム

用LIBSプローブ部の試作仕様をまとめ、試作を行い、模擬試料を用いた試作LIBSプローブ部

の動作確認試験によりLIBS信号が得られることを示した。 

令和2年度は、多関節アームへの実装を模擬するため、簡易型模擬アームを準備した。マ

イクロチップレーザーLIBSプローブを試作し、模擬アームに取り付けて、屈曲・伸展等の動

きに対する可動状況を調べた。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を

明確化するため、取得されるスペクトルのレーザー光焦点深度依存性、試料に対するレーザ

ー照射角度依存性を取得した。 

簡易型模擬アームを構築し、試作したLIBSプローブを模擬アームに取り付けて、屈曲・伸

展等の動きに対する可動状況を調べとりまとめた。また、アームに取り付けたプローブの固

定状態の許容範囲を明らかにするために、レーザーの照射角度に対して試料の設置ステー

ジの高さを変化させ、照射痕を観察しスペクトルの測定を行うことで、照射痕跡の深さやス

ペクトル強度から焦点深度依存性や照射角度依存性を調べ整理した。また、外径6 mmのガス

導入チューブ内に光ファイバーを導入し、同軸構造として一体化できることを確かめた。光

ファイバーを包含したガス・光ファイバー導入系の概要を図3.2-1に、実際に整備した導入

系の写真を図3.2-2に示す。ロボットアーム搭載用に試作したマイクロチップレーザーLIBS

プローブの概要を図3.2-3に、試作したプローブ部の写真を図3.2-4に示す。 

 

 

 
 

図3.2-1 ガス・光ファイバー導入系の概要[3] 
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ガス・光ファイバー導入部       全体図 

図3.2-2 整備したガス・光ファイバー導入系[3] 

 

 

 

 

 
 

図3.2-3 マイクロチップレーザーLIBSプローブの概要[3] 
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図3.2-4 試作したマイクロチップレーザーLIBSプローブ（外景、カバー内部）[3] 

 

 

ロボットアームに搭載した際のプローブ部の動き、アーム部分の屈曲等の動きに対する光

ファイバーの可動状態を模擬するため、模擬アームを準備した。準備したアームは、小型の

電動ドリルや電動ドライバーを垂直に保持したまま、任意の位置で上下に動かせるドライバ

ーアームを選定した。模擬アームを図3.2-5に示す。従来のLIBSプローブを取り付けた場合を

図3.2-6に示す。マイクロチップレーザーLIBSプローブを取り付けた場合を図3.2-7に示す。 

 

 

 
 

 図3.2-5 市販のドライバーアームを利用した模擬アーム 

（実験室の光学定盤に固定した様子）[3] 

 

 

 

    
 

図3.2-6 模擬アームに取り付けた従来のLIBSプローブの可動状況例[3] 
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図3.2-7 模擬アームに取り付けたマイクロチップレーザー 

LIBSプローブの可動状況例[3] 

 

 

 

途中支点を持たない片持梁のような多関節ロボットアームでは、その先端は、アーム

自体のたわみや歪み、あるいは、駆動体の伸縮等により完全に固定することは困難であ

る。こういったアームの先端にLIBSプローブを取り付けた場合は、レーザー光の焦点位

置や試料面に対するレーザー照射角度が意図しない条件となることが十分予想される。

そこで、LIBS計測において、その裕度がどの程度あるのかを知っておくことは極めて重

要である。そこでここでは、基礎的な状況を確認するため、レーザー照射体系が固定さ

れたLIBS装置において、金属表面を試料として、取得されるスペクトルの焦点距離依存

性、レーザー照射角度依存性について調べた。 

実験装置の概要を図3.2-8に示す。試料には、分光特性が把握されており、かつ複数の

元素を含むSUS304を用いた。大気中で試料を装着したゴニオステージをXYZステージに固

定し、一定角度を保持したまま集光レンズとの距離を変化させるZステージを操作して、

出現するスペクトルを比較した。レーザー光の入射角度は、試料面の法線に対して0°（垂

直入射）、15°、30°とした。 

 

 

 

 
図3.2-8 実験装置の概要[3]
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図3.2-6 模擬アームに取り付けた従来のLIBSプローブの可動状況例[3] 
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LIBS 分析では、装置固有の感度は別として、パルスレーザーによるレーザー誘起プラ

ズマ発光では、プラズマ生成条件が表面状態に強く依存すること、過渡現象の緩和過程

を活用して分光しており安定性に欠ける。このため、レーザー照射に対するショットご

との再現性が乏しく、一般に、発光強度の絶対値から存在量の絶対値を分析することは

得意ではなく、主要元素量に対する相対量から組成比を導出することを得意とする。そ

こで、今回の実験においても、発光線強度ではなく、発光線強度比に着目し、発光強度

比に対する入射角度、焦点位置依存性について調べた。結果を図 3.2-9 に示す。この解

析では、試料である SUS304 の主成分である鉄に注目し、鉄の発光スペクトルである、Fe

Ⅰ:532.8 nm を基本として、CrⅠ:449.7 nm、同じく鉄ではあるが、より高励起状態から

の発光ラインである FeⅠ:557.3 nm に対する発光強度比について比較した。なお、比較

結果が分かりやすいように、焦点位置の強度比の平均で規格化して示した。 

図 3.2-9 は、光強度比は、入射角度を変えても、焦点位置を変えても、変化が見られ

ないことが判明した。特に、焦点方向については、±20 ㎜においても、その比はほぼ一

定であることが分かる。この結果は、発光強度比から組成比を評価する場合にあっては、

角度や焦点位置は、発光スペクトルが一定量以上出現している状況であれば、照射角度

や焦点位置に強く依存しない可能性を示唆した結果であり、LIBS 計測での組成比評価の

有効性を示しているものと考えられる。この結果はまた、アームの先端位置が定まりに

くい多関節ロボットアームに取り付けた場合でも、ある程度分析できることも示唆した

ものと考えられる。
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図3.2-9 レーザー入射角度を変えた場合の発光線強度比のZ軸位置依存性 

（発光強度比の平均値で規格化して比較）[3] 
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の発光ラインである FeⅠ:557.3 nm に対する発光強度比について比較した。なお、比較

結果が分かりやすいように、焦点位置の強度比の平均で規格化して示した。 

図 3.2-9 は、光強度比は、入射角度を変えても、焦点位置を変えても、変化が見られ

ないことが判明した。特に、焦点方向については、±20 ㎜においても、その比はほぼ一

定であることが分かる。この結果は、発光強度比から組成比を評価する場合にあっては、

角度や焦点位置は、発光スペクトルが一定量以上出現している状況であれば、照射角度

や焦点位置に強く依存しない可能性を示唆した結果であり、LIBS 計測での組成比評価の

有効性を示しているものと考えられる。この結果はまた、アームの先端位置が定まりに

くい多関節ロボットアームに取り付けた場合でも、ある程度分析できることも示唆した

ものと考えられる。
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② 模擬試験体作製及び LIBS 光学系改良検討 

令和元年度は、多関節アームに実装可能なLIBSプローブ部の光学系改良に資する単一成

分系・多成分系模擬試験体の仕様及び作製方法を決定するとともに、電気炉を新規に購入し

（図3.2-10）、単一成分系模擬試験体を試作した。また、LIBSプローブ部の光学系改良に資

する簡易分光光学系システムを試作した。単一成分系模擬試験体の試作にあたっては圧力

容器内部に存在する可能性のある単一成分（Fe、Ce、Zr：それぞれ単独）の酸化物を選定し

加熱したのち冷却し模擬試験体とした（表3.2-1）。また、マイクロチップレーザーの実装

を目指した簡易分光光学系システムを構築した。 

令和2年度は、多関節アームに実装可能なLIBSプローブ部の光学系改良に資する単一成分

系模擬試験体を試作するとともに、令和元年度に試作した簡易分光光学系システムを改良

した。 

また、単一成分系模擬試験体の試作を行う中で、令和2年度はセシウム（Cs）の単一成分

系模擬試験体の試作を行った。そして、令和元年度に試作した簡易分光光学系システムの改

良を行い、セラミックYAGコンポジットを実装した簡易分光光学系システムを構築した。 

セラミック YAG コンポジットを実装した簡易分光光学系システムは、レーザーコントー

ラ、分析器（分光器）、ダイオードレーザー、オシロスコープ、パーソナルコンピュータ等

から構成され、ダイオードレーザーをレーザー光源として、Nd:YAG/Cr:YAG コンポジットが

マイクロチップレーザーコンポジットとして構成されている（図 3.2-11）。 

 

 

 
 

図 3.2-10 令和元年度に新規購入した卓上型高周波誘導加熱装置 MU-mini[2] 
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表 3.2-1 作製した模擬試験体の写真[2] 

 

 A B C 

使用材料 
酸化鉄(Ⅲ) 

Fe2O3 

酸化セリウム 

CeO2 

二酸化ジルコニウム 

ZrO2 

試薬写真 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

加熱前 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

加熱・冷却後 
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(a) セラミックYAGコンポジット 

 

 

 
(b) 簡易分光光学系システム概要図 

 

 

 
(c) 簡易分光光学系システム 

 

図 3.2-11 セラミック YAG コンポジットを実装・改良した簡易分光光学系システム[3] 

 

 

3.2.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

 

① 実装型 LIBS プローブの開発（連携先：原子力機構） 

多関節アームにLIBSプローブを実装し、アームの操作によりプローブを任意の位置に搬

送可能であることを確認した。 

多関節アームの遠隔操作により模擬試料のLIBS計測が可能であることを確認し、実装の

 

 

C：セラミック YAG コンポジット 

PC：パーソナルコンピュータ 

PS：電源 

LC：レーザーコントローラ 

LD：レーザー光源 

  （ダイオードレーザー） 
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可能性を評価した。 

ワイヤ駆動関節機構を有する多関節アーム先端のエンドエフェクタにLIBSプローブを

実装し、プローブを計測対象位置へアームの操作により搬送可能であることを確認した。 

多関節アームの遠隔操作により、ステンレス・酸化ジルコニウム・模擬デブリ等の模擬

試料のLIBS計測が可能であることを確認し、LIBS計測の遠隔探査手法としての実装可能性

を評価した。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を確認するために、

焦点距離・レーザー照射角度のLIBS半定量性への影響をとりまとめ評価した。 

 

(1) 多関節アームへのLIBSプローブ装着 

 エンドエフェクタ： 

多関節アームにLIBSプローブを取り付け、有効な分光信号を取得するために重要な条件は 

a) 分析対象とする任意の位置にプローブが搬送可能であること 

b) LIBSプローブを試料に対してソフトタッチ可能であること（機器損傷がないこと） 

c) 試料面に対して一定の角度（垂直が望ましい）でレーザーが照射されること 

d) 試料が適正な焦点距離位置に位置していること 

が上げられる。 

このうち、a)については、アーム自体の性能で左右されるため、ここでは言及しない。b)

については、一般的な剛性の高いロボットアームの場合、タッチミスによって、LIBSプロー

ブ（アーム先端を含む）の損傷に結びつくため、その動作には極めて繊細な制御が求められ

る。これに対して、今回装着を前提としているワイヤ操作型の多関節アームでは、ワイヤの

伸縮性から、アーム先端の外力に対して無理のない範囲で一定自由度（可動範囲）が存在す

る。これは、リジットな動きができない欠点とも考えられるが、LIBSプローブの装着に関し

ては、逆に極めて有効性の高い性能となる。つまり、LIBSプローブを試料に接触させること

で計測が可能となるように設計すれば、接触に対する位置決め精度は、アームの自由度で吸

収でき、接触動作に関する複雑かつ緻密な制御は無用、という利点である。 

以上の考察から、LIBSプローブのアームへの装着では、プローブの一部を試料面に接触さ

せる手法を選定した。アームの試料に対する確度の自由度を持たせるために、c)に対しては

ジンバル機構を、d)については、試料への接触位置でレーザー焦点が一致する機構をエンド

エフェクタとして提案し、東京工業大学にその準備を依頼した。エンドエフェクタの概要を

図3.2-12に示す（詳細は3.1.1②アームの構造改良を参照のこと）。 

 

 

 
 

図3.2-12 エンドエフェクタの概要

エンドエフェクタ 

アーム
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先端位置決めの評価： 

同一形態の模擬のLIBSプローブを、エンドエフェクタを介して多関節アームに取り付け、

目標位置に対する操作指令に対する実際のアーム先端部の位置情報をモーションキャプチャ

―で計測し、先端位置と姿勢の誤差を評価した。図3.2-13に実際の評価試験の様子を、目標

姿勢とのずれを評価した結果を図3.2-14に示す。 

 

図3.2-13 先端位置決め精度の評価実験体系 

 

 

 

 
図3.2-14 先端位置決め精度の評価結果 

 

 

本結果から、多関節アームによる位置決め偏差は十分小さいこと、エンドエフェクタの自

在許容角度である±20°に比較しても十分小さいことから、先端位置決めに求められる一定

の性能を有していることが確認できた。 

以上により、ジンバル型エンドエフェクタを介してLIBSプローブを多関節アームに実装す

ることで、アームの操作によりプローブを任意の位置に搬送可能であることが示された。

エンドエフェクタ部 

模擬 LIBS プローブ 

モーションキャプチャーマーカー
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(2) 多関節アームの遠隔操作による模擬試料のLIBS計測 

多関節アームの遠隔操作による模擬試料のLIBS計測： 

実験装置： 

本LIBS計測では、簡便性、軽量性、実績から評価し、原子力機構で自主開発した可搬型の

光ファイバーLIBS装置を東京工業大学に運搬し、多関節アーム先端に装着したエンドエフェ

クタに取り付け、床、壁、天井などの位置を模擬した分光試験や、混合酸化物による模擬デ

ブリに対する試験を実施した。 

使用した可搬型光ファイバーLIBS装置とプローブ部の概観写真を図3.2-15に示す。 

 

 

 

図3.2-15 可搬型光ファイバーLIBS装置とプローブ部の概観写真 

 

 

 

分析測定試験： 

分析対象の位置として、床、壁、天井を模擬した分光実証試験を実施した。試料にはステ

ンレス板を用いた。ロボットアームを操作し、LIBSプローブを装着したエンドエフェクタを

試料位置に移動させるとともに密着させ、LIBS計測を行った。試験の様子と得られたステン

レスの発光スペクトル観測結果を図3.2-16に示す。 

試験結果から、床、壁、天井のいかなる位置においても、ステンレスの代表的スペクトル

が取得でき、その強度もほぼ同等となることが示された。この結果は、エンドエフェクタ付

きの多関節ロボットアームが、LIBSプローブの搬送機構として優れた性能を有していること

を示している。 

次に、試料を酸化物とした場合のスペクトル取得性能を確認した。試料の位置は床面とし

た。用いた試料は、酸化ジルコニウム焼結体、Ce、Zr、Fe、Gd混合酸化物（模擬燃料デブリ）

焼結試料とした。結果を図3.2-17に示す。 

 

 

装置外観 プローブ部拡大
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(a)床面でのLIBS計測適用例  試料：ステンレス 

 

 
(b)壁面でのLIBS計測適用例  試料：ステンレス 

 

 
(c)天井面でのLIBS計測適用例  試料：ステンレス 

 

図3.2-16 床面、壁面、天井面に配置した試料のLIBS計測適用例 
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(a)酸化ジルコニウム（ZrO2） 

 
(b)模擬燃料デブリ（Ce、Zr、Fe、Gd酸化物焼結） 

図3.2-17 床面での酸化物試料に対するLIBS計測適用例 

 

 

 

以上の試験結果から、ロボットアームに装着した場合であっても、従来から取得している

酸化物試料のスペクトルと同等のスペクトルが取得でき、元素同定が可能であることが示さ

れ、多関節アームの遠隔操作により、床、壁、天井に位置する試料や、模擬デブリ

等に対するLIBS計測が可能であることが実証された。 

 

(3) プローブ固定状況がLIBS計測に及ぼす影響評価 

アームの先端にLIBSプローブを取り付けた場合は、レーザー光の焦点位置や試料面に対す

るレーザー照射角度が意図しない条件となることが十分予想されることから、LIBS計測にお

いて、その裕度がどの程度あるのかを知っておくことは極めて重要である。そこでここでは、

基礎的な状況を確認するため、レーザー照射体系が固定されたLIBS装置において、酸化物混

合焼結試料を利用して、取得されるスペクトルの焦点距離依存性、レーザー照射角度依存性

について調べた。 

令和2年度には、ステンレスを試料とし、主成分であるFeの発光スペクトル強度に対する、

Crの発光スペクトル強度の比（組成比に相当）に着目し、この比が焦点距離、照射角度に対

して変化量は少なく、分析に大きな影響が及ばないことを定性的に確認した。令和3年度は、

定量的にどの程度の依存性があるかについて評価することとした。
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本評価では、 

1) Zr酸化物粉末に、Gd酸化物粉末を、濃度を変えて混入させ、焼結させた試料によるスペ

クトルからGd/Zr比の検量線を取得する。 

2) 焦点距離、角度を変えて、スペクトル強度比を取得する。 

3) スペクトル強度比から検量線により組成比を導出する。 

といった手順で焦点距離・照射角度依存性を半定量的に評価した。 

 

検量線の取得： 

焦点位置で試料の傾きが無い条件での着目スペクトルと、得られた検量線を図3.2-18に示

す。 

 

 
 

図3.2-18 Gd、ZrのスペクトルとGd/Zr比の検量線 

 

 

スペクトル強度の焦点位置、レーザー照射角度依存性： 

酸化ジルコニウムに酸化ガドリニウムを混入させた試料のうち、元素重量比Gd/Zr=0.1698

の場合について、スペクトル強度の焦点位置依存性、レーザー照射角度依存性を取得した。

利用した発光線は、Gd：535.3269 nm、Zr：540.7574 nmである。スペクトル強度の焦点位置

依存性を図3.2-19に、レーザー照射角度依存性を図3.2-20に示す。 
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図3.2-19 スペクトル強度の焦点位置依存性 

 

 

 

 
図3.2-20 スペクトル強度のレーザー照射角度依存性 

 

 

31 
 

 

本評価では、 

1) Zr酸化物粉末に、Gd酸化物粉末を、濃度を変えて混入させ、焼結させた試料によるスペ

クトルからGd/Zr比の検量線を取得する。 

2) 焦点距離、角度を変えて、スペクトル強度比を取得する。 

3) スペクトル強度比から検量線により組成比を導出する。 

といった手順で焦点距離・照射角度依存性を半定量的に評価した。 

 

検量線の取得： 

焦点位置で試料の傾きが無い条件での着目スペクトルと、得られた検量線を図3.2-18に示

す。 

 

 
 

図3.2-18 Gd、ZrのスペクトルとGd/Zr比の検量線 

 

 

スペクトル強度の焦点位置、レーザー照射角度依存性： 

酸化ジルコニウムに酸化ガドリニウムを混入させた試料のうち、元素重量比Gd/Zr=0.1698

の場合について、スペクトル強度の焦点位置依存性、レーザー照射角度依存性を取得した。

利用した発光線は、Gd：535.3269 nm、Zr：540.7574 nmである。スペクトル強度の焦点位置

依存性を図3.2-19に、レーザー照射角度依存性を図3.2-20に示す。 
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評価重量比の焦点位置、レーザー照射角度依存性： 

まず、令和2年度の評価と同様に、主成分であるZrの発光線強度に対するGdの発光線強度の

比を求め、定性的な評価を実施した。令和3年度は、さらにこのスペクトル強度比から、予め

導出した検量線（図3.2-18）を用いて、Zrに対するGdの元素重量比に換算することで半定量

的な評価を行った。評価重量比の焦点位置依存性を図3.2-21に、レーザー照射角度依存性を

図3.2-22に示す。 

 

 

 
図3.2-21 評価重量比の焦点位置依存性 

（スペクトル強度比の変化は、重量比で±0.037、これは相対偏差で±20%程度に相当） 

 

 

 

 
図3.2-22 評価重量比の角度依存性 

（スペクトル強度比の変化は、重量比で±0.020、これは相対偏差で±15%程度に相当） 

 

 

以上の解析から、焦点位置依存性、レーザー照射角度依存性の相対的な偏差を、元素重量

比の偏差に換算した結果、焦点位置依存性ではGd/Zr比で約±20%、レーザー照射角度依存性

では約±15%であることが確認できた。

JAEA-Review 2022-060

- 60 -



 

34 
 

 

以上から、多関節アームにLIBSプローブを実装し、アームの操作によりプローブ

を任意の位置に搬送可能であることを確認し、多関節アームの遠隔操作により模擬

試料のLIBS計測が可能であることを確認し、実装の可能性を評価した。また、ワイ

ヤ駆動関節機構を有する多関節アーム先端のエンドエフェクタにLIBSプローブを

実装し、プローブを計測対象位置へアームの操作により搬送可能であることを確認

した。多関節アームの遠隔操作により、床面、壁面、天井面等に位置する試料のLI

BS計測が可能であることを示すとともに、ステンレス、酸化ジルコニウム、模擬デ

ブリ等を試料としたLIBS計測結果が、従来から得られている計測結果と同等な性能

が得られることを確認し、LIBS計測の遠隔探査手法としての実装可能性が実証され

た。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を確認するために、

焦点距離・レーザー照射角度のLIBS半定量性への影響を評価した結果、その影響は

概ね20%程度であることが確認された。 

 

② 模擬試験体作製及び LIBS 光学系改良検討 

令和 3 年度は、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する多成分系

模擬試験体を作製するとともに、簡易分光光学系システムを改良し LIBS 計測に最適な光学系

について調べとりまとめた。 

酸化物を含む多成分系模擬試験体を作製するとともに、令和 2 年度までに試作した簡易分光

光学系システムの改良を行い、超音波による形状計測等との統合化を鑑みた最適な LIBS 計測

光学系について基礎システムを構築し調べとりまとめた。 

令和元年度は文献調査を行い、模擬試験体作製には、燃料デブリに含まれるとされる構造材

料（もしくは類似の模擬物質）の粉末材料を 1000～2000 ℃程度で加熱させて回収する方法を、

多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する単一成分系・多成分系模擬

試験体の作製方法として決定した。本研究では、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部

の光学系改良に資する単一成分系・多成分系模擬試験体を、仕様としては LIBS 信号を検出す

るに十分な g オーダーの規模で作製することを定め、令和元年度から令和 3 年度にわたり、高

周波誘導加熱炉を用いて、一成分系模擬試験体の試作を行っており、令和元年度は、酸化鉄

(Ⅲ)Fe2O3（富士フイルム和光純薬株式会社製）、酸化セリウム CeO2（富士フイルム和光純薬株

式会社製）、二酸化ジルコニウム ZrO2（富士フイルム和光純薬株式会社製）の粉末を使用して、

それぞれの単一成分模擬試験体を作製してきた。令和 2年度は、塩化セシウム CsCl（富士フイ

ルム和光純薬株式会社製）の粉末を使用して、単一成分模擬試験体を作製した。令和 3 年度は、

これら過去の知見を活かして、多成分系模擬試験体を以下の手順で作製した。 

 

a) 酸化鉄(Ⅲ)Fe2O3（富士フイルム和光純薬株式会社製）、酸化セリウムCeO2（富士フイルム和

光純薬株式会社製）、二酸化ジルコニウムZrO2（富士フイルム和光純薬株式会社製）、塩化

セシウムCsCl（富士フイルム和光純薬株式会社製）、塩化ストロンチウムSrCl2（富

士フイルム和光純薬株式会社製）の粉末を表3.2-2の比率で混合し、混合試料A～Cを

作成した。
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評価重量比の焦点位置、レーザー照射角度依存性： 

まず、令和2年度の評価と同様に、主成分であるZrの発光線強度に対するGdの発光線強度の

比を求め、定性的な評価を実施した。令和3年度は、さらにこのスペクトル強度比から、予め

導出した検量線（図3.2-18）を用いて、Zrに対するGdの元素重量比に換算することで半定量

的な評価を行った。評価重量比の焦点位置依存性を図3.2-21に、レーザー照射角度依存性を

図3.2-22に示す。 

 

 

 
図3.2-21 評価重量比の焦点位置依存性 

（スペクトル強度比の変化は、重量比で±0.037、これは相対偏差で±20%程度に相当） 

 

 

 

 
図3.2-22 評価重量比の角度依存性 

（スペクトル強度比の変化は、重量比で±0.020、これは相対偏差で±15%程度に相当） 

 

 

以上の解析から、焦点位置依存性、レーザー照射角度依存性の相対的な偏差を、元素重量

比の偏差に換算した結果、焦点位置依存性ではGd/Zr比で約±20%、レーザー照射角度依存性

では約±15%であることが確認できた。
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表3.2-2 加熱前混合試料の混合比率と写真 

混合試料番号 含有元素 元素重量比[-] 写真 

混合試料A Fe:Ce:Zr 1:1:1 

混合試料B Fe:Ce:Zr 6:1:20 

混合試料C Fe:Ce:Zr:Cs:Sr 1:1:1:1:1 

b) 炉心内にカーボンフェルトで保温断熱を施したカーボンルツボに各混合試料約 2 g を入れ、

不活性雰囲気（N2 フロー 2 L/min）にて加熱（各混合試料の詳細な加熱条件は表 3.2-3 に記

載）。温度は、放射温度計にてカーボンフェルトの蓋穴からルツボ蓋表面温度を測定した。ま

た、加熱方法は、発熱体の温度を確認しながら装置前面の出力ボリューム（電流制御）にて手

動調整した。 

c) 室温まで冷却後、多成分系模擬試験体としてルツボ内の試料を回収した。

本手順で作製し、得られた酸化物を含む多成分系模擬試験体の例（2000 ℃で加熱した場

合の例）を表3.2-4に示す。いずれの試料においても加熱前の粉体と回収した固体では色の

変化が見られた。 

表 3.2-3 混合試料の加熱条件 

混合試料A 混合試料B 混合試料C 

使用材料 Fe2O3、CeO2、ZrO2 Fe2O3、CeO2、ZrO2 
Fe2O3、CeO2、ZrO2、

CsCl、SrCl2

加熱方法 2000 ℃（加熱装置出力 5 A）10分保持 

冷却方法 自然冷却 

表 3.2-4 作製した多成分系模擬試験体の写真 

(加熱温度 2000 ℃の例) 

加熱温度 

条件[℃] 

加熱後混合試料 A 

(多成分系模擬試験体 A)

加熱後混合試料 B 

(多成分系模擬試験体 B)

加熱後混合試料 C 

(多成分系模擬試験体 C)

2000 
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簡易分光光学系システムを改良にあたり、令和 3 年度は、令和 2 年度までに試作した簡易分

光光学系システムを3次元自動ステージと超音波センサを含む超音波形状計測システムとを組

み合わせて、超音波計測系との統合化を鑑みた LIBS 計測光学系について調べとりまとめ、基

礎システムを構築した（図 3.2-23）。簡易工学系システムはケージで囲まれた構造となってお

り、多種多様な部品の組み合わせなどで光学系システムの改良がし易いことがメリットである

が、構築した基礎システムを使って、セシウム（CsCl）やストロンチウム（SrCl）などの単一

成分の粉体を金属製輪形状構造物に圧入した試料、及び、前述した加熱前混合試料 A を金属製

輪形状構造物に圧入した試料、そして、多成分系模擬試験体を金属製輪形状構造物に圧入した

試料を対象として、空中超音波による形状計測と LIBS 計測を行い、3 次元自動走査ステージを

用いた遠隔操作により、対象物領域の環境形状と元素情報（本検証においては、分光器波長域

の都合上、Zr 以外の Fe、Ce、Cs、Sr）をとらえることができ、それら情報をマッピングするこ

とができる手法の成立性検証を行うことができた（図 3.2-24、図 3.2-25、図 3.2-26）。加熱前

の混合割合や加熱温度によって、スペクトルピークの形状や強度が異なることが見て取れる。 

原子力機構で開発を進めてきた従来型 LIBS プローブシステムとマイクロチップレーザー利

用型 LIBS プローブシステムの両手法においても、本手法で示すように超音波計測システムと

の統合化が可能であり、拡張型スーパードラゴン多関節ロボットアームによる搬送を行うこと

で、超音波による周囲環境計測を行いながら、LIBS 計測により対象領域の元素情報を明らかに

することが原理上可能であり、将来的な圧力容器内燃料デブリ調査技術へと期待が寄せられる

ものである。 

 

 
 

図 3.2-23 超音波による形状計測等との統合化を鑑みた LIBS 計測光学系基礎システム 
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表3.2-2 加熱前混合試料の混合比率と写真 

混合試料番号 含有元素 元素重量比[-] 写真 

混合試料A Fe:Ce:Zr 1:1:1 

混合試料B Fe:Ce:Zr 6:1:20 

混合試料C Fe:Ce:Zr:Cs:Sr 1:1:1:1:1 

b) 炉心内にカーボンフェルトで保温断熱を施したカーボンルツボに各混合試料約 2 g を入れ、

不活性雰囲気（N2 フロー 2 L/min）にて加熱（各混合試料の詳細な加熱条件は表 3.2-3 に記

載）。温度は、放射温度計にてカーボンフェルトの蓋穴からルツボ蓋表面温度を測定した。ま

た、加熱方法は、発熱体の温度を確認しながら装置前面の出力ボリューム（電流制御）にて手

動調整した。 

c) 室温まで冷却後、多成分系模擬試験体としてルツボ内の試料を回収した。

本手順で作製し、得られた酸化物を含む多成分系模擬試験体の例（2000 ℃で加熱した場

合の例）を表3.2-4に示す。いずれの試料においても加熱前の粉体と回収した固体では色の

変化が見られた。 

表 3.2-3 混合試料の加熱条件 

混合試料A 混合試料B 混合試料C 

使用材料 Fe2O3、CeO2、ZrO2 Fe2O3、CeO2、ZrO2 
Fe2O3、CeO2、ZrO2、

CsCl、SrCl2

加熱方法 2000 ℃（加熱装置出力 5 A）10分保持 

冷却方法 自然冷却 

表 3.2-4 作製した多成分系模擬試験体の写真 

(加熱温度 2000 ℃の例) 

加熱温度 

条件[℃] 

加熱後混合試料 A 

(多成分系模擬試験体 A)

加熱後混合試料 B 

(多成分系模擬試験体 B)

加熱後混合試料 C 

(多成分系模擬試験体 C)

2000 
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(a)加熱前混合試料 A (b)加熱前混合試料 B (c)加熱前混合試料 C 

 

図 3.2-24 加熱前混合試料 A、加熱前混合試料 B、加熱前混合試料 C を 

金属製輪形状構造物に圧入した試料 

（金属製輪形状構造物外径：30 mm、金属製輪形状構造物高さ 25 mm、 

加熱前混合試料 B 金属製輪形状構造物：内径 15 mm、 

加熱前混合試料 A＆C 金属製輪形状構造物：内径 10 mm） 
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(a)超音波による形状計測結果 

 
加熱前混合試料 A 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 
加熱前混合試料 B 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 
加熱前混合試料 C 

（Fe、Ce、Cs、Sr のピーク確認） 

(b)LIBS 計測結果 

図 3.2-25 加熱前混合試料 A、加熱前混合試料 B、加熱前混合試料 C 

を金属製輪形状構造物に圧入した試料の LIBS 計測結果と超音波計測結果 
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(a)加熱前混合試料 A (b)加熱前混合試料 B (c)加熱前混合試料 C 

 

図 3.2-24 加熱前混合試料 A、加熱前混合試料 B、加熱前混合試料 C を 

金属製輪形状構造物に圧入した試料 

（金属製輪形状構造物外径：30 mm、金属製輪形状構造物高さ 25 mm、 

加熱前混合試料 B 金属製輪形状構造物：内径 15 mm、 

加熱前混合試料 A＆C 金属製輪形状構造物：内径 10 mm） 
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(a)多成分系模擬試験体 A 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 
(b)多成分系模擬試験体 B 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 

 
(c)多成分系模擬試験体 C 

（Fe、Cs のピーク確認） 

 

図 3.2-26 多成分系模擬試験体を金属製輪形状構造物に圧入した試料の 

LIBS 計測結果 
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3.2.3 まとめ 

令和元年度から令和3年度の本研究を通じて、多関節アーム実装型LIBSプローブの開

発にあたり、表2.1-1全体計画表に沿って、①実装型LIBSプローブの開発、②模擬試

験体作製及びLIBS光学系改良検討を実施した。 

令和元年度には、既存の可搬型LIBS装置を活用し、多関節アーム実装を前提とした長尺光

ファイバーを接続するため、多関節アーム用LIBSプローブ部を試作することや、試作したL

IBSプローブ部に既存装置及び長尺光ファイバーを接続し、模擬試料からのLIBS信号が得ら

れることを確認した。また、多関節アームに実装可能なLIBSプローブ部の光学系改良に資す

る単一成分系・多成分系模擬試験体の仕様および作製方法を決定するとともに、電気炉を新

規に購入し、単一成分系模擬試験体を試作し、LIBSプローブ部の光学系改良に資する簡易分

光光学系システムを試作した。令和2年度には、多関節アームへの実装を模擬するため、簡

易型模擬アームを準備した。令和元年度に試作したLIBSプローブを改良するとともに、マイ

クロチップレーザーLIBSプローブを試作し、模擬アームに取り付けて、屈曲・伸展等の動き

に対する可動状況を調べた。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を明
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3.3 パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発 

3.3.1 令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要） 
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① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

令和元年度は、単一素子の空中超音波センサを試作し（図 3.3-1）、パラメトリック超音波

の音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状の把握に適したセンサの仕様

をとりまとめた。さらには、多関節アームへの超音波計測装置の実装にあたり、既存の超音
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信系の設計・試作を行った（図 3.3-2）。また、既存及び小型の超音波送受信系の多関節ア

ームへの実装可能性については、計測用センサ、パルサ・レシーバの積載可能性を評価した。 

本研究で試作した超音波送受信系を現有の送受信系 UVP-Duo（流体計測用）と比較して図

3.3-2 に示す。本超音波送受信系は主に高電圧パルス発生回路、受信信号の増幅及びフィル

タリング回路、A/D コンバータからなる。試作した超音波送受信系の寸法は 130 mm×180 mm
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(a)多成分系模擬試験体 A 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 
(b)多成分系模擬試験体 B 

（Fe、Ce のピーク確認） 

 

 
(c)多成分系模擬試験体 C 

（Fe、Cs のピーク確認） 

 

図 3.2-26 多成分系模擬試験体を金属製輪形状構造物に圧入した試料の 

LIBS 計測結果 
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であるが、これは実装するロボットの部位形状に合わせ柔軟に再設計可能であり、また重量

は約 200 g 程度と多関節アームの最大積載重量の 2%程度である。よって、ロボットへの実

装は十分可能であることが示された。 

 

 
図 3.3-1 パラメトリック超音波センサ[2] 

 

 
図 3.3-2 試作小型超音波送受信系外観および既存超音波計測装置との寸法比較 

(a)UVP-Duo（MET-FLOW） (b)試作小型超音波送受信系[2] 

 

 

令和2年度は、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。また、

アレイ型空中超音波センサを試作し、音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリ

の形状の把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。 

超音波センサの耐放射線性の確認として、東京工業大学が有するコバルト照射実験施設に

おいて、模擬構造物へ空気を介して超音波を送受信し、放射線環境下における模擬構造物か

らの超音波の反射特性を評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した。図 3.3-3 に

本実験における実験体系を示す。 

 

 

(a)実験体系 (b)試験部写真 

図 3.3-3 超音波センサの耐放射線性確認試験概略[3]

…

Pulser/Receiver

Wall of irradiation chamber
Computer

Test transducer

Reference plate

Radiation source (60Co)
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超音波センサ及び模擬構造物（鉛ブロック）をコバルト照射実験施設の照射室中心にある
60Co 線源中心付近に設置し、超音波センサから模擬構造物へ向け超音波を送受信した。本実

験では超音波センサとして中心周波数 400 kHz の空中超音波センサを用い、0.1 秒間隔で超

音波の送受信を繰り返した。受信した超音波信号は同軸ケーブルを介して照射室外にある

パルサ・レシーバ（JPR-10CN、ジャパンプローブ株式会社）に送られ増幅・フィルタリング

されたのち、A/D コンバータ（USB-5133、National Instruments Corp.）により PC に信号

データを送信・記録した。照射の開始と同時に、線源の 60Co から 1.17 MeV 及び 1.33 MeV の

γ線が円状に照射される。このとき、超音波センサと反射体である鉛ブロックとの距離は 85 

mm であり、線量率に換算するとおよそ 3000 Gy/h であった。本実験では、各積算線量にお

ける超音波反射信号の記録を行い、初期の超音波反射信号と比較することで、超音波計測へ

線量が及ぼす影響を評価した。60Co-γ線の照射開始と同時に、超音波反射信号の記録を開

始した。このとき、反射信号の波形データの記録は 30 秒毎とした。各線量における超音波

波形変化の評価として、記録されたデータに対し、各積算線量における超音波反射信号と、

初期の超音波反射信号間での正規化相互相関関数を計算することで評価した。つまり、初期

波形と一致するとき 1 に近づき、無相関の場合は 0 に近づく。各積算線量に対する相互相

関係数をプロットした結果を図 3.3-4(a)に示す。また、図 3.3-4(b)に各線量時における実

際の超音波波形を示す。線量が 1 MGy 時点で相互相関係数は 0.9 以上を示し、また実際の

波形を確認しても、波形の劣化は確認できなかった。従って本実験により、超音波センサの

十分な耐放射線性を確認でき、超音波計測が PCV 内部調査における有望な手段であること

が示唆された。 

 

 

(a) 積算線量に対する初期波形との相関値 (b)各積算線量時における波形比較

 

図 3.3-4 超音波センサの耐放射線性確認試験結果[3] 

 

 

さらに、多関節アーム実装を鑑み、令和元年度に引き続き小型超音波送受信系の改良を

行った。図 3.3-5 に改良した超音波送受信系の外観及び内部ブロック図を示す。 
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(a) 改良小型超音波送受信系外観 (b) 内部ブロック図 

 

図 3.3-5 改良小型超音波送受信系[3] 

 

 

本超音波送受信系の寸法は幅 150 mm×奥行 110 mm×高さ 60 mm、重量は 120 g 程度であ

り、図 3.3-5(a)に示すように、多関節アームのような中空円筒内への実装が可能である。

また、従来のパラメトリック超音波送受信装置においては寸法 483 mm×432 mm×127 mm で

あり、重量 16 kg である。従来装置と比較し、96.3%のサイズ縮小と 99.3%の重量軽減を達

成した。本装置を用いて空中パラメトリック超音波による物体形状再構成が可能か実験的

に検証した。センサとして中心周波数 400 kHz の送信センサ 1 つ及び 50 kHz の受信センサ

2 つを送信センサの両隣に 50 mm 間隔で配し、空間断面について開口合成法により物体形状

再構成を行った。図 3.3-6 に本実験の概略を示す。 

 

 

 

(a) 実験体系 (b) 試験体（一辺 90 mm） 

 

図 3.3-6 改良小型超音波送受信系を用いた空中超音波物体形状計測実験概略[3] 

 

 

本実験においては試験体として一辺 90 mm のアクリル立方体を用いた。図 3.3-7 に本実験

における 3 次元物体形状再構成結果を示す。実際の表面積に対し、計測誤差 2.2%程度とな

り、また高さ方向についても 1.9%程度の誤差と、高精度計測を達成可能であることを確認

した。
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(a) 俯瞰図 (b) XY 平面表示（白線：実際の試験体形状）

 

図 3.3-7 改良小型超音波送受信系を用いた空中超音波物体形状計測結果[3] 

 

② SfM 応用による超音波 3 次元画像再構成データの補完技術の開発 

令和元年度は、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成の課題点の抽出、及び超音

波計測技術による形状再構成の課題点の抽出を行うとともに、カメラ画像を用いたSfM技術

と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う補完手法の構築に資する基礎デー

タを取得した。 

令和2年度は、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超

音波計測技術による形状再構成を行い、3次元形状データの比較を行った。カメラ画像を用

いたSfM技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を

開発した。 

また、模擬構造物を対象として、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音

波計測技術による形状再構成を実施し、照明環境が3次元形状の再構成に与える影響を調べ

るととともに、ICP（Iterative Closest Point）技術を活用し、カメラ画像を用いたSfM技

術と超音波計測技術による形状再構成の点群データを整合させ、それぞれの形状再構成技

術の長所・短所を補う相互補完技術を開発した。 

実験体系を図3.3-8に示す。 

図3.3-8 実験装置概要図[3] 
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図 3.3-5 改良小型超音波送受信系[3] 

 

 

本超音波送受信系の寸法は幅 150 mm×奥行 110 mm×高さ 60 mm、重量は 120 g 程度であ

り、図 3.3-5(a)に示すように、多関節アームのような中空円筒内への実装が可能である。

また、従来のパラメトリック超音波送受信装置においては寸法 483 mm×432 mm×127 mm で

あり、重量 16 kg である。従来装置と比較し、96.3%のサイズ縮小と 99.3%の重量軽減を達

成した。本装置を用いて空中パラメトリック超音波による物体形状再構成が可能か実験的

に検証した。センサとして中心周波数 400 kHz の送信センサ 1 つ及び 50 kHz の受信センサ

2 つを送信センサの両隣に 50 mm 間隔で配し、空間断面について開口合成法により物体形状

再構成を行った。図 3.3-6 に本実験の概略を示す。 

 

 

 

(a) 実験体系 (b) 試験体（一辺 90 mm） 

 

図 3.3-6 改良小型超音波送受信系を用いた空中超音波物体形状計測実験概略[3] 

 

 

本実験においては試験体として一辺 90 mm のアクリル立方体を用いた。図 3.3-7 に本実験

における 3 次元物体形状再構成結果を示す。実際の表面積に対し、計測誤差 2.2%程度とな

り、また高さ方向についても 1.9%程度の誤差と、高精度計測を達成可能であることを確認

した。
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カメラ（ソニー株式会社、DSC-RX0M2）、センサユニット用小型照明（Ledlenser、 

T7M LEDフラッシュライト）、超音波の送受信のための空中超音波送受信用センサ

（ジャパンプローブ株式会社、中心周波数400 kHz）からなるセンサユニットを構

成し、パルサ・レシーバ（ジャパンプローブ株式会社、JPR-600C）を用いて超音

波信号の送受信を行った。なお、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成に

は3DF Zephyr（3Dflow）を使用した。自動ステージを用いてセンサユニットをx方

向、y方向に走査した。パルスエコー法により、受信した超音波信号を解析し、超

音波パルスの伝搬時間と空気中の音速から対象物表面までの距離を求め、センサ

ユニットを走査することで対象物表面の3次元構造再構成を行った。ICP技術を活用

し、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計測技術による形状再構成の点群データを整合さ

せる際には、3次元イメージの最近傍点を対応点とし、対応点間の距離を最小にす

る剛体変換パラメータを求め、この変換を一方の3次元イメージに適応させ、整合

させた。本実験では簡易模擬構造物として立方体形状の構造物（50 mm×50 mm×

50 mm、SS400材）を使用した（図3.3-9）。センサユニットの超音波センサ表面と

簡易模擬構造物の底面の距離は300 mmとした。 

 

図 3.3-9 簡易模擬構造物（50 mm×50 mm×50 mm）[3] 

 

 

照明環境がSfM技術による形状再構成に与える影響を調べた例を図3.3-10に示

す。測定空間全体に均一な照明条件の場合、カメラ画像を用いたSfM技術による形

状再構成が行えている一方で、局所的な不均一照明条件の場合、カメラ画像を用

いたSfM技術による形状再構成が困難となる可能性があることが分かった。 

 

  

 
(a)均一照明条件 (b)不均一照明条件 

図3.3-10 照明環境がSfM技術による形状再構成に与える影響[3] 

 

 

また、模擬構造物を対象として、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音

波計測技術による形状再構成を実施し、ICP技術を活用し、カメラ画像を用いたSfM技術と超

音波計測技術による形状再構成の点群データを整合させ、それぞれの形状再構成技術の長

所・短所を補う相互補完技術を開発した。均一な照明条件の場合においてSfM技術と超音波
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計測技術による形状再構成情報をICP技術により整合させた画像例を図3.3-11に示す。 

 

 

 

図 3.3-11 SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成情報を 

ICP 技術により整合させた画像例[3] 

 

 

カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成の

点群データが、概ね整合されていることが分かり、整合後に超音波計測データから対象物寸

法を得て実際の寸法へと補正することで、カメラ画像を用いたSfM技術の長所である3次元

形状情報とカラー情報を維持しつつ、超音波計測技術による形状再構成の長所である照明

の影響を受けずに対象物寸法情報を得られる技術となっている。ICP技術により、照明環境

の影響を受けやすいカメラ画像によるSfM技術の短所を超音波の計測情報で補いつつ、カラ

ー情報が得られない超音波計測技術の短所をカメラ画像によるSfM技術の再構成情報で補

うことで、それぞれの形状再構成技術の長所・短所を補う相互補完技術を開発した。 
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カメラ（ソニー株式会社、DSC-RX0M2）、センサユニット用小型照明（Ledlenser、 

T7M LEDフラッシュライト）、超音波の送受信のための空中超音波送受信用センサ

（ジャパンプローブ株式会社、中心周波数400 kHz）からなるセンサユニットを構

成し、パルサ・レシーバ（ジャパンプローブ株式会社、JPR-600C）を用いて超音

波信号の送受信を行った。なお、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成に

は3DF Zephyr（3Dflow）を使用した。自動ステージを用いてセンサユニットをx方

向、y方向に走査した。パルスエコー法により、受信した超音波信号を解析し、超

音波パルスの伝搬時間と空気中の音速から対象物表面までの距離を求め、センサ

ユニットを走査することで対象物表面の3次元構造再構成を行った。ICP技術を活用

し、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計測技術による形状再構成の点群データを整合さ

せる際には、3次元イメージの最近傍点を対応点とし、対応点間の距離を最小にす

る剛体変換パラメータを求め、この変換を一方の3次元イメージに適応させ、整合

させた。本実験では簡易模擬構造物として立方体形状の構造物（50 mm×50 mm×

50 mm、SS400材）を使用した（図3.3-9）。センサユニットの超音波センサ表面と

簡易模擬構造物の底面の距離は300 mmとした。 

 

図 3.3-9 簡易模擬構造物（50 mm×50 mm×50 mm）[3] 

 

 

照明環境がSfM技術による形状再構成に与える影響を調べた例を図3.3-10に示

す。測定空間全体に均一な照明条件の場合、カメラ画像を用いたSfM技術による形

状再構成が行えている一方で、局所的な不均一照明条件の場合、カメラ画像を用

いたSfM技術による形状再構成が困難となる可能性があることが分かった。 

 

  

 
(a)均一照明条件 (b)不均一照明条件 

図3.3-10 照明環境がSfM技術による形状再構成に与える影響[3] 

 

 

また、模擬構造物を対象として、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音

波計測技術による形状再構成を実施し、ICP技術を活用し、カメラ画像を用いたSfM技術と超

音波計測技術による形状再構成の点群データを整合させ、それぞれの形状再構成技術の長

所・短所を補う相互補完技術を開発した。均一な照明条件の場合においてSfM技術と超音波
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3.3.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その有効性

を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロボットアームに超音波センサ

を実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先端部への実装適用性を確認し

た。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、空中超音波

による形状再構成法の有効性を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロ

ボットアームに超音波センサを実装するための取り付け治具作製として、ロボットアーム

先端におけるエンドエフェクタ部の設計・試作を行い、ロボットアーム先端部への実装適用

性を確認した。さらには、超音波センサ及び模擬構造物をコバルト照射施設内に設置し、模

擬構造物へ空気を介して超音波を送受信し、放射線環境下における模擬構造物からの超音

波の反射特性を評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した結果、線量率約3 kGy

/hの条件で積算線量約2.38 MGy程度までの耐性があることが分かった。令和3年度は、令和

2年度までに作製したアレイ型空中超音波センサをロボットアーム先端のエンドエフェク

タに搭載するために構成される超音波センサを分離し、これら複数の空中超音波センサに

より、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、開口合成法による形状再構成を行った（図

3.3-12）。 

 

    

(a)令和2年度試作したアレイ型 

空中超音波センサ 

（送信用センサ×1、受信センサ×8） 

(b)令和3年度に改良したアレイ型 

空中超音波センサ 

（送信用センサ×1、受信センサ×4） 

図3.3-12 ロボットアーム先端のエンドエフェクタに搭載するために改良した 

アレイ型空中超音波センサ 

 

 

図 3.3-13 に本実験の概略図を示す。センサユニットはカメラ（GoPro, Inc.、HERO8 Black）、

超音波の送信のための空中超音波送信用センサ（ジャパンプローブ株式会社、中心周波数

400kHz）、超音波受信用センサ（RS Group plc、動作周波数 40 kHz）から構成される。また、

パラメトリック超音波送信系としてファンクションジェネレータ（AFG-31051、アールエス

コンポーネンツ株式会社）及び高出力アンプ（RPR-4000、RITEC Inc.）を用い、受信系とし

て 8 チャンネル超音波レシーバ（JPR-10C-8CH、ジャパンプローブ株式会社）及び A/D コン

バータ（PXI-5105、National Instruments Corp.）からなる計測システムを用いた。3 次元

自動走査ステージを用いてセンサユニットを x 方向、y 方向に走査した。得られた受信信号

を用いて開口合成処理を施すことで、3 次元物体形状を再構成した結果、図 3.3-14 で示す

ように、通常環境及び霧環境でも、およその概形ではあるが模擬デブリ・模擬構造物環境の

3 次元再構成画像を得ることができ、霧が存在するなど難視野下での空中超音波による形状
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再構成法の有効性を確認した。将来的には、アレイ型空中超音波センサの構成超音波センサ

数を増やすことや配置を工夫することで概形の再構成精度の向上が期待されるものの、ロ

ボットアーム先端のエンドエフェクタへの搭載を鑑み、本研究では同様の送信超音波セン

サ 1 個、受信超音波センサ 4 個の組み合わせとすることにした。 

 

 

 

(a)実験体系 (b)ミストジェネレータによる 

霧環境発生例 

図3.3-13 空中超音波による模擬デブリ・模擬構造物の 

形状再構成評価試験概要 

 

 

(a)通常環境 (b)霧環境 

図3.3-14 空中超音波による模擬デブリ・模擬構造物の 

形状再構成評価試験結果 

 

 

また、令和3年度には、超音波センサの耐放射線性の検証及びパラメトリック超

音波における小型の超音波送受信系の改良を実施した。本研究では長距離伝搬

が可能なパラメトリック超音波法に着目し、パラメトリック超音波を用いた物

体形状再構成技術の開発を行った。令和3年度においては、令和2年度に引き続

き、多関節アーム実装を鑑みた小型超音波送受信系の改良を行った。 

ここで、パラメトリック超音波とは超音波伝搬における非線形性を利用した

超音波であり、次の波動方程式(3.3-1)に従う。 

 

𝛻𝛻�𝑝𝑝 � 1
𝑐𝑐��
�1 � 𝛿𝛿

𝑐𝑐��
� 𝜕𝜕

�𝑝𝑝
𝜕𝜕𝜕𝜕� �

𝛽𝛽
𝜌𝜌�𝑐𝑐��

𝜕𝜕�𝑝𝑝�
𝜕𝜕𝜕𝜕�  (3.3-1) 

 

なお、𝑝𝑝は音圧、𝑐𝑐�は音速、𝛽𝛽は非線形性パラメータ、𝜌𝜌�は伝播媒体の密度である。式

(3.3-1)第 2 項の非線形項より、超音波伝搬過程において𝑝𝑝�成分（音波波形の 2 乗成分）

が発生する。つまり、音圧波形𝑝𝑝 � ����ω�𝑡𝑡� � �������𝜕𝜕�とすると、𝑝𝑝�成分は
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3.3.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その有効性

を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロボットアームに超音波センサ

を実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアーム先端部への実装適用性を確認し

た。さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。 

アレイ型空中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、空中超音波

による形状再構成法の有効性を評価した。また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロ

ボットアームに超音波センサを実装するための取り付け治具作製として、ロボットアーム

先端におけるエンドエフェクタ部の設計・試作を行い、ロボットアーム先端部への実装適用

性を確認した。さらには、超音波センサ及び模擬構造物をコバルト照射施設内に設置し、模

擬構造物へ空気を介して超音波を送受信し、放射線環境下における模擬構造物からの超音

波の反射特性を評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した結果、線量率約3 kGy

/hの条件で積算線量約2.38 MGy程度までの耐性があることが分かった。令和3年度は、令和

2年度までに作製したアレイ型空中超音波センサをロボットアーム先端のエンドエフェク

タに搭載するために構成される超音波センサを分離し、これら複数の空中超音波センサに

より、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、開口合成法による形状再構成を行った（図

3.3-12）。 

 

    

(a)令和2年度試作したアレイ型 

空中超音波センサ 

（送信用センサ×1、受信センサ×8） 

(b)令和3年度に改良したアレイ型 

空中超音波センサ 

（送信用センサ×1、受信センサ×4） 

図3.3-12 ロボットアーム先端のエンドエフェクタに搭載するために改良した 

アレイ型空中超音波センサ 

 

 

図 3.3-13 に本実験の概略図を示す。センサユニットはカメラ（GoPro, Inc.、HERO8 Black）、

超音波の送信のための空中超音波送信用センサ（ジャパンプローブ株式会社、中心周波数

400kHz）、超音波受信用センサ（RS Group plc、動作周波数 40 kHz）から構成される。また、

パラメトリック超音波送信系としてファンクションジェネレータ（AFG-31051、アールエス

コンポーネンツ株式会社）及び高出力アンプ（RPR-4000、RITEC Inc.）を用い、受信系とし

て 8 チャンネル超音波レシーバ（JPR-10C-8CH、ジャパンプローブ株式会社）及び A/D コン

バータ（PXI-5105、National Instruments Corp.）からなる計測システムを用いた。3 次元

自動走査ステージを用いてセンサユニットを x 方向、y 方向に走査した。得られた受信信号

を用いて開口合成処理を施すことで、3 次元物体形状を再構成した結果、図 3.3-14 で示す

ように、通常環境及び霧環境でも、およその概形ではあるが模擬デブリ・模擬構造物環境の

3 次元再構成画像を得ることができ、霧が存在するなど難視野下での空中超音波による形状
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𝑝𝑝� � 1 � 1
2 sin�2𝜔𝜔�𝑡𝑡� �

1
2 cos�2𝜔𝜔�𝑡𝑡� � cos��𝜔𝜔� � 𝜔𝜔��𝑡𝑡� � cos��𝜔𝜔� � 𝜔𝜔��𝑡𝑡� (3.3-2)

 

となる。ここで、𝜔𝜔は超音波の角周波数である。式(3.3-2)より、2 種の超音波周波数を

合成した波形を伝搬させると、その 2 倍音、和音及び差音が発生する。パラメトリック

超音波はこの差音成分を抽出し利用する。このように、パラメトリック超音波はもとの

超音波周波数の差音（低周波数）を利用することから減衰率が低く、また従来の高周波

数の超音波ビームのような鋭い指向性を有することから、長距離に渡り高空間分解能

計測が可能である。 

本研究を通じて令和 2 年度開発した、パラメトリック超音波の送受信が可能な小型

超音波送受信系の外観及び内部ブロック図を図 3.3-15 に示す。本超音波送受信系の寸

法は幅 150 mm×奥行 120 mm×高さ 60 mm、基板重量は 120 g 程度である。 

 

  

 

(a)改良小型超音波送受信系外観 (b)内部ブロック図 

図 3.3-15 改良小型超音波送受信系 

 

 

令和 3 年度において、超音波送受信系の改良として、エコー信号の受信回路に、超音

波距離減衰補償機能を実装した。超音波はその伝播距離が増加するに従い、拡散し、超

音波音圧が低下する。伝搬距離 xにおける音圧 P(x)は次式(3.3-3)で表される。 

 

���� � ����� ���𝑓𝑓��� (3.3-3) 

 

ここで、P0は最大音圧、α は吸収係数、f は超音波周波数である。つまり、伝搬距離

に対して指数関数的に超音波は減衰する。そのため、超音波センサからの距離が遠い程、

得られるエコー信号が小さくなる。特に、空気中における減衰率は水などの液体中より

も高く、減衰による信号強度への影響は顕著となる。これにより物体形状計測において、

計測領域内に比較的近距離に存在する物体と遠距離に存在する物体があるとき、近距

離物体から反射するエコー信号が大きく見え、一方で遠距離物体からのエコー信号は

微小となり、形状計測結果から除外される可能性がある。そこで、遠距離に存在する物

体表面形状の検出率を向上させるため、超音波減衰に伴うエコー信号の微小化を補償

する超音波距離減衰補償機能をエコー信号の受信回路に実装した。つまり、従来は信号

増幅率を一定にして受信していたが、令和 3 年度においては超音波伝搬距離が増加す

るほど、信号受信増幅率も増加する仕様とした。本機能検証のため、図 3.3-16 に示す
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ように、空中超音波センサ（ジャパンプローブ株式会社）に対向する反射板に対し超音

波パルスを照射し、そのエコー信号を、超音波距離減衰補償機能を用いない場合及び用

いた場合それぞれで取得した。このとき、距離減衰の影響が顕著となるよう、空中超音

波センサの周波数は 1 MHz とした。図 3.3-17 にエコー信号の取得結果を示す。図 3.3-

17(a)のように、増幅率一定の場合は伝搬距離増加に伴い、エコー強度が低下する。そ

のため、遠距離からの反射と近距離における多重反射との識別が困難となる。一方で、

図 3.3-17(b)に示すように、距離減衰補償機能を用いることで、遠距離からの反射と近

距離からの反射信号強度が同程度となり、遠距離物体からの信号識別が容易となる。な

お、本実験では距離減衰補償として 0.24 dB/mm の増幅率で距離減衰補償を行った。本

結果より、空中超音波計測において、距離減衰補償機能を用いることで、遠距離物体の

検出率向上が見込めることを確認した。 

 

 

 
 

図 3.3-16 超音波距離減衰補償機能検証の実験体系 

 

 

 

 

(a)距離減衰補償無し (b)距離減衰補償有り 

図 3.3-17 超音波距離減衰補償の有無によるエコー信号比較 

 

 

 

そして、ロボットアーム先端部にアレイ型空中超音波センサ配置として複数の超音

波センサを実装するための取り付け治具作製として、ロボットアーム先端におけるエ

ンドエフェクタ部の設計・試作を行い（図 3.3-18）、ロボットアームを遠隔操作し、超

音波センサの実装適用性を確認した。
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となる。ここで、𝜔𝜔は超音波の角周波数である。式(3.3-2)より、2 種の超音波周波数を

合成した波形を伝搬させると、その 2 倍音、和音及び差音が発生する。パラメトリック

超音波はこの差音成分を抽出し利用する。このように、パラメトリック超音波はもとの

超音波周波数の差音（低周波数）を利用することから減衰率が低く、また従来の高周波

数の超音波ビームのような鋭い指向性を有することから、長距離に渡り高空間分解能

計測が可能である。 

本研究を通じて令和 2 年度開発した、パラメトリック超音波の送受信が可能な小型

超音波送受信系の外観及び内部ブロック図を図 3.3-15 に示す。本超音波送受信系の寸

法は幅 150 mm×奥行 120 mm×高さ 60 mm、基板重量は 120 g 程度である。 

 

  

 

(a)改良小型超音波送受信系外観 (b)内部ブロック図 

図 3.3-15 改良小型超音波送受信系 

 

 

令和 3 年度において、超音波送受信系の改良として、エコー信号の受信回路に、超音

波距離減衰補償機能を実装した。超音波はその伝播距離が増加するに従い、拡散し、超

音波音圧が低下する。伝搬距離 xにおける音圧 P(x)は次式(3.3-3)で表される。 

 

���� � ����� ���𝑓𝑓��� (3.3-3) 

 

ここで、P0は最大音圧、α は吸収係数、f は超音波周波数である。つまり、伝搬距離

に対して指数関数的に超音波は減衰する。そのため、超音波センサからの距離が遠い程、

得られるエコー信号が小さくなる。特に、空気中における減衰率は水などの液体中より

も高く、減衰による信号強度への影響は顕著となる。これにより物体形状計測において、

計測領域内に比較的近距離に存在する物体と遠距離に存在する物体があるとき、近距

離物体から反射するエコー信号が大きく見え、一方で遠距離物体からのエコー信号は

微小となり、形状計測結果から除外される可能性がある。そこで、遠距離に存在する物

体表面形状の検出率を向上させるため、超音波減衰に伴うエコー信号の微小化を補償

する超音波距離減衰補償機能をエコー信号の受信回路に実装した。つまり、従来は信号

増幅率を一定にして受信していたが、令和 3 年度においては超音波伝搬距離が増加す

るほど、信号受信増幅率も増加する仕様とした。本機能検証のため、図 3.3-16 に示す
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図 3.3-18 ロボットアーム先端部に超音波センサを実装するために 

試作したエンドエフェクタ部 

 

 

さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を令和2

年度に引き続き、確認した。超音波センサの耐放射線性の確認として、東京工

業大学が有するコバルト照射実験施設において、模擬構造物へ空気を介して超

音波を送受信し、放射線環境下における模擬構造物からの超音波の反射特性を

評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した。実験体系は令和2年度

に実施した体系と同様とした（図3.3-3）。本実験では令和2年度と同様に、超

音波センサ及び模擬構造物（鉛ブロック）をコバルト照射実験施設の照射室中

心にある60Co線源中心付近に設置し、超音波センサから模擬構造物へ向け超音

波を送受信した。超音波センサとして中心周波数400 kHzの空中超音波センサ

を用い、0.1秒間隔で超音波の送受信を繰り返した。パルサ・レシーバ、A/Dコ

ンバータ、PC等は令和2年度と同様の機材を使用した。令和2年度と同様に、線

量率は約3 kGy/hの条件として、各積算線量における超音波反射信号の記録を

行い、初期の超音波反射信号と比較することで、超音波計測へ線量が及ぼす影

響を評価した。 

各線量における超音波波形変化の評価として、記録されたデータに対し、各

積算線量における超音波反射信号と、初期の超音波反射信号間での正規化相互

相関関数を計算することで評価した。つまり、初期波形と一致するとき1に近づ

き、無相関の場合は0に近づく。各積算線量に対する相互相関係数をプロットし

た結果を図3.3-19(a)に示す。また、図3.3-19(b)に各線量時における実際の超

音波波形を示す。令和2年度は、線量が1 MGy時点で相互相関係数は0.9以上を

示し、また実際の波形を確認しても、波形の劣化は確認できなかった。令和3年

度に実施した継続実験により、超音波センサ及び模擬構造物をコバルト照射施設内

に設置し、模擬構造物へ空気を介して超音波を送受信し、放射線環境下における模擬構

造物からの超音波の反射特性を評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した結

果、線量率約3 kGy/hの条件で積算線量約2.38 MGy程度までの耐性があることが分かっ

た。従って本実験により、超音波センサの十分な耐放射線性を確認でき、超音

波計測が格納容器内部調査における有望な手段であることが示唆された。
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1 か月経過後 

 
故障直前（33 日経過） 

 
故障後 

(a)積算線量に対する初期波形との相関値 (b)各積算線量時における波形比較

図 3.3-19 超音波センサの耐放射線性確認試験結果（線量率 約 3 kGy/h） 

（令和 2 年度からの継続内容） 

 

 

 

② SfM 応用による超音波 3 次元画像再構成データの補完技術の開発 

令和2年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再

構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波

計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。また、

ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアー

ムへの実装適用性を確認した。 

カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音波計測技術による模擬構造物

の形状再構成を実施し、ICP技術を活用した形状再構成点群データの整合により、カメラ

画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成のそれぞ

れの形状再構成技術の長所・短所を補う相互補完技術を開発し、形状再構成性を確認し

た。また、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具作製として、

ロボットアーム先端におけるエンドエフェクタ部の設計・試作を行い、ロボットアーム

への実装適用性を確認した。 

模擬構造物を対象に、カメラ技術を用いたSfM技術による形状再構成及び超音

波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計

測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。

図3.3-20に本実験で用いたカメラ・アレイ型空中超音波センサ複合ユニットの写真

を示す。模擬構造物環境は図3.3-13の実験と同様である。
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図 3.3-18 ロボットアーム先端部に超音波センサを実装するために 

試作したエンドエフェクタ部 

 

 

さらには、コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を令和2

年度に引き続き、確認した。超音波センサの耐放射線性の確認として、東京工
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量率は約3 kGy/hの条件として、各積算線量における超音波反射信号の記録を

行い、初期の超音波反射信号と比較することで、超音波計測へ線量が及ぼす影

響を評価した。 

各線量における超音波波形変化の評価として、記録されたデータに対し、各

積算線量における超音波反射信号と、初期の超音波反射信号間での正規化相互

相関関数を計算することで評価した。つまり、初期波形と一致するとき1に近づ

き、無相関の場合は0に近づく。各積算線量に対する相互相関係数をプロットし

た結果を図3.3-19(a)に示す。また、図3.3-19(b)に各線量時における実際の超

音波波形を示す。令和2年度は、線量が1 MGy時点で相互相関係数は0.9以上を

示し、また実際の波形を確認しても、波形の劣化は確認できなかった。令和3年

度に実施した継続実験により、超音波センサ及び模擬構造物をコバルト照射施設内

に設置し、模擬構造物へ空気を介して超音波を送受信し、放射線環境下における模擬構

造物からの超音波の反射特性を評価することで超音波センサの耐放射線性を確認した結

果、線量率約3 kGy/hの条件で積算線量約2.38 MGy程度までの耐性があることが分かっ

た。従って本実験により、超音波センサの十分な耐放射線性を確認でき、超音

波計測が格納容器内部調査における有望な手段であることが示唆された。
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図3.3-20 カメラ・アレイ型空中超音波センサ複合ユニット 

 

センサユニットはカメラ（GoPro,Inc.、HERO8 Black）、超音波の送信のため

の空中超音波送信用センサ（ジャパンプローブ株式会社、中心周波数400 kHz）

1個、超音波受信用センサ（RS Group plc、動作周波数40 kHz）4個から構成さ

れる。なお、カメラ画像を用いた SfM技術による形状再構成には Agisoft 

Metashape（株式会社オーク）を使用した。 

自動ステージを用いてセンサユニットをx方向、y方向に走査した。得られた

受信信号を用いて開口合成処理を施すことで、3次元物体形状を再構成した。

また、得られた動画データについてガウシアンフィルタによる平滑化を行った

うえでフレームを切り出した画像を用いてSfM処理によって3次元物体形状を

再構成した。相互補完技術のシステム図を図3.3-21に示す。まず初めに位置推

定結果より粗く候補を絞り込み、次に形状計測結果より位置合わせを行った。

粗い絞り込みでは、SfMによる位置推定結果と無次元化した指令軌道を比較す

ることで平滑化、外れ値の除去を行いその結果と実際の軌道を合わせることに

よりおおよその縮尺値と移動値を求め、SfM結果を修正した。細かな位置合わ

せではICP技術を用いた。ICPによる位置合わせは3次元イメージの最近傍点を

対応点とし、対応点間の距離を最小にする剛体変換パラメータを求める手法で

ある。この手法の課題として位置合わせを行う2つの点群の参照領域の大きさ

によって誤差が生じること、縮尺込みの位置合わせができないという2つの課

題が存在する。そのため様々な縮尺、及びそれに対応した領域トリミングを行

った点群に対しICPマッチングを適応し、位置合わせの偏差を評価関数とする

ことでそれらの課題に対処し、3次元画像再構成データを得ることができる。

本実験においてはセンサユニットをXY方向に6 mm間隔で走査し、各位置で超音

波送形状計測を行った。 

 

          
図 3.3-21 相互補完技術ブロック図
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図 3.3-22 に位置合わせ結果を示す。はじめに従来手法であるスケーリング補正のみ

の ICP マッチング結果を図 3.3-22(a)、(b)に示す。黄色・オレンジ色・緑色・青色の

部分が超音波計測による形状再構成データを示している。また、今回の開発した手法で

のマッチング結果を図 3.3-22(c)、(d)に示す。従来手法であるスケーリング補正のみ

の ICP マッチング結果では、通常環境においても、X、Y 位置のマッチングが困難であ

った。さらに、霧環境では、カメラ単体による撮影が困難な環境であり、カメラ画像を

基にした 3 次元再構成画像は強く歪んでおり、超音波計測結果とのマッチングがほぼ

できていない。一方で、令和 3 年度、開発した手法を用いることで計測結果の重ね合わ

せが改善されていることが確認され、通常環境において、X、Y 位置のマッチングが適

切に行われ、さらに、霧環境においても、カメラによる環境撮影・3次元再構成化が困

難な状況下でカメラ単体による 3 次元再構成画像が歪んだ状況であっても、超音波セ

ンサで得られた計測情報を用いて、3 次元再構成画像の改善に資する位置合わせ向上を

行うことができた。 

 

 

 
(a)通常環境 (b)霧環境 

  

従来手法であるスケーリング補正のみの ICP マッチング結果 

 
(c)通常環境 (d)霧環境 

今回の開発手法でのマッチング結果 

 

図 3.3-22 通常環境・霧環境対象物を対象とした 

カメラ画像 SfM 技術と超音波計測技術の相互補完技術の適用例 

 

 

 カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構

成の点群データの整合を行うことができ、SfM 技術の長所である詳細な 3 次元形状情
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報とカラー情報を維持しつつ、超音波計測技術による形状再構成の長所である光学的

条件に左右されずに安定性を活かした技術となっている。このようにそれぞれの形状

再構成技術の長所・短所を補う相互補完技術を開発した。 

また、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具作製として、ロ

ボットアーム先端におけるエンドエフェクタ部の設計・試作を行い（図 3.3-23）、実際

に実機適用の際には使用する環境にあわせて耐放射線性カメラを選定しそのカメラの

形状寸法・ケーブル等の取り回しを考慮してエンドエフェクタ部のカメラ取り付け治

具の修正を必要とするが、本研究の撮影系において、エンドエフェクタ周囲にカメラ取

り付け治具を取り付けてロボットアームを遠隔操作し撮影ができるといった実装適用

性を確認した（図 3.3-24）。 

 

                             
 

(a)取り付け治具（小）CAD 画像 (b)取り付け治具（大）CAD 画像 (c)取り付け治具の取り付け

画像 

図 3.3-23 ロボットアーム先端部にカメラを実装するために 

試作したエンドエフェクタ部（カメラ取り付け治具） 

 

 

 

 

   

(a)取り付け治具（小）による撮影画像の例 (b)取り付け治具（大）による撮影画像の例 

図 3.3-24 試作したエンドエフェクタ部（カメラ取り付け治具）から 

得られたカメラ撮影画像の例 
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3.3.3 まとめ 

令和元年度から令和3年度の本研究を通じて、パラメトリック超音波による形状再構

成技術の開発にあたり、表2.1-1全体計画表に沿って、①専用パラメトリック超音

波センサの開発、②SfM応用による超音波3次元画像再構成データの補完技術の開

発を実施した。 

令和元年度には、単一素子の空中超音波センサを試作し、パラメトリック超音波

の音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状の把握に適したセ

ンサの仕様をとりまとめ、多関節アームへの超音波計測装置の実装にあたり、既

存の超音波送受信系の実装可能性を調べるとともに、多関節アーム実装に適する

小型の超音波送受信系の設計・試作を行った。また、カメラ画像を用いたSfM技術に

よる形状再構成の課題点の抽出、及び超音波計測技術による形状再構成の課題点の抽出を

行うとともに、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短

所を補う補完手法の構築に資する基礎データを取得した。令和2年度には、コバルト照射

施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。また、アレイ型空中超音

波センサを試作し、音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状

の把握に適したセンサの仕様をとりまとめ、多関節アームへの超音波計測装置の

実装にあたり、多関節アーム実装に適する小型の超音波送受信系の改良を行うと

ともに、ペデスタル上部のみならず下部の状況把握を鑑み、固体だけではなく液

体への超音波計測適用性について調べとりまとめた。また、模擬構造物を対象に、

カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行

い、3次元形状データの比較を行い、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計測技術による形

状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。令和3年度には、アレイ型空

中超音波センサにより、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その有効性を評価した。

また、超音波送受信系の改良を行うとともに、ロボットアームに超音波センサを実装するた

めの取り付け治具を作製し、ロボットアーム先端部への実装適用性を確認した。さらには、

コバルト照射施設を利用して超音波センサの耐放射線性を確認した。そして、令和2年度に

引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ画像を用いたSfM技術による形状再構成及び超音波

計測技術による形状再構成を行い、カメラ画像を用いたSfM技術と超音波計測技術による形

状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。また、ロボットアーム先端部

にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、ロボットアームへの実装適用性を確認

した。 

以上は、パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発の実施項目の計画を

満足するものであり、本研究成果より、図3.1-1、図3.1-2に示す当初提案のRPV下部へのア

クセス概念コンセプトにおける①穴を見つける、③調べる、の段階的なアプローチに必要な

超音波計測技術及びカメラによる観察・環境把握技術の実現性を確認した。 
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報とカラー情報を維持しつつ、超音波計測技術による形状再構成の長所である光学的

条件に左右されずに安定性を活かした技術となっている。このようにそれぞれの形状

再構成技術の長所・短所を補う相互補完技術を開発した。 

また、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具作製として、ロ

ボットアーム先端におけるエンドエフェクタ部の設計・試作を行い（図 3.3-23）、実際

に実機適用の際には使用する環境にあわせて耐放射線性カメラを選定しそのカメラの

形状寸法・ケーブル等の取り回しを考慮してエンドエフェクタ部のカメラ取り付け治

具の修正を必要とするが、本研究の撮影系において、エンドエフェクタ周囲にカメラ取

り付け治具を取り付けてロボットアームを遠隔操作し撮影ができるといった実装適用

性を確認した（図 3.3-24）。 

 

                             
 

(a)取り付け治具（小）CAD 画像 (b)取り付け治具（大）CAD 画像 (c)取り付け治具の取り付け

画像 

図 3.3-23 ロボットアーム先端部にカメラを実装するために 

試作したエンドエフェクタ部（カメラ取り付け治具） 

 

 

 

 

   

(a)取り付け治具（小）による撮影画像の例 (b)取り付け治具（大）による撮影画像の例 

図 3.3-24 試作したエンドエフェクタ部（カメラ取り付け治具）から 

得られたカメラ撮影画像の例 
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3.4 研究推進 

3.4.1 令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要） 

  以下に、令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要）を示す。 

令和元年度は、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究

を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。また、令和元年

度 12 月に原子力機構側の研究者とともに、研究推進委員会を開催し、東京工業大学・原子力

機構双方の令和元年度研究実施計画、また、研究成果の一部を報告・協議するとともに令和 2

年度研究実施計画についての詳細な打合せを行った。また、令和元年度 2 月に日本側 PO 中間

フォローにてコメントを受けて、反映させ研究を推進するとともに、報告書に向けた協議を行

った。 

令和 2 年度は、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究

を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。また、令和 2 年

9 月に原子力機構プログラムオフィサー（J-PO）と研究代表の打合せにて、英知事業の研究フ

ォロー体制や新型コロナウイルスの影響、研究の進捗状況に関して、PO、J-PO と意見交換し、

研究に反映させた。また、令和 2 年 12 月に英知事業の放射線計測・遠隔技術関係課題に係る

情報交換会にて、放射線計測・遠隔技術関係課題に係る英知事業の研究代表者らや J-PO、CLADS

等と放射線計測・遠隔技術の観点で技術議論を行い、本研究推進に役立つ知見を得た。そして、

令和 2 年 12 月に PO 中間フォローにて研究実施状況の報告を行い、PO、J-PO からコメントを得

て、本研究へ反映させ、研究を推進した。さらに、令和 2 年 11 月と令和 3 年 3 月に研究推進

委員会（図 3.4-1）を計 2 回開催し、東京工業大学・原子力機構双方の研究成果を報告し、令

和 2 年度実施計画・内容、報告書とりまとめへ向けた協議を行うとともに最終年度にあたる令

和 3 年度の研究実施計画に関して議論した。 

 

 

 

 

(a)議事内容 (b)委員会開催風景 

(個人情報保護の観点から低解像度表示) 

図 3.4-1 令和 2 年度第 2 回研究推進委員会（令和 3 年 3 月）[3] 
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3.4.2 令和 3 年度実施内容及び成果 

以下に、令和 3 年度の実施内容及び成果を示す。 

新型コロナウイルス感染症のまん延防止を考慮し、オンラインでの打合せを有効活用し

つつ、研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にして、1F現場に実機

適用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進めた。研究実施計画を推進す

るための打合せや会議等を開催した。現場との意見/情報交換の観点から、現場に精通する

関係者とのディスカッションを通して、研究の進捗状況に関して、令和4年1月にPO中間フォ

ローにて研究実施状況の報告を行い、本研究計画内容の研究実施状況のみならず、1F現場へ

の実機適用の観点からも、PO、J-POと意見/情報交換を行い、本研究へ反映させ、研究を推

進した。 

また、令和4年3月に開催された、令和3年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推

進事業成果報告会（図3.4-2、【2】テーマ：計測・遠隔技術関連 パネリスト）にて、令和元

年度から令和3年度にわたる本研究の研究成果を報告するとともに、パネルディスカッショ

ンを通じて、廃炉に関わる研究機関関係者や現場に精通する関係者らと計測・遠隔技術関連

の研究開発テーマの観点から技術議論を行い、本研究推進に役立つ知見を得た。さらに、令

和3年度6月（図3.4-3）・7月・10月・12月・1月に研究推進委員会を計5回開催し、各研究項

目の研究成果を報告し、令和3年度実施計画・内容を確認するとともに、報告書のとりまと

めへ向けて協議した。さらには、本研究で得た研究成果の一部をとりまとめ、国内・国際学

会会議等において報告した。 

 

 

   
 

図 3.4-2 令和 3 年度英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業 

成果報告会プログラム（令和 4 年 3 月） 

（【2】テーマ：計測・遠隔技術関連パネルディスカッションにて成果報告・ 

意見交換：東京工業大学）
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3.4 研究推進 

3.4.1 令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要） 

  以下に、令和 2 年度までの実施内容及び成果（概要）を示す。 

令和元年度は、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究

を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。また、令和元年

度 12 月に原子力機構側の研究者とともに、研究推進委員会を開催し、東京工業大学・原子力

機構双方の令和元年度研究実施計画、また、研究成果の一部を報告・協議するとともに令和 2

年度研究実施計画についての詳細な打合せを行った。また、令和元年度 2 月に日本側 PO 中間

フォローにてコメントを受けて、反映させ研究を推進するとともに、報告書に向けた協議を行

った。 

令和 2 年度は、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、研究

を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。また、令和 2 年

9 月に原子力機構プログラムオフィサー（J-PO）と研究代表の打合せにて、英知事業の研究フ

ォロー体制や新型コロナウイルスの影響、研究の進捗状況に関して、PO、J-PO と意見交換し、

研究に反映させた。また、令和 2 年 12 月に英知事業の放射線計測・遠隔技術関係課題に係る

情報交換会にて、放射線計測・遠隔技術関係課題に係る英知事業の研究代表者らや J-PO、CLADS

等と放射線計測・遠隔技術の観点で技術議論を行い、本研究推進に役立つ知見を得た。そして、

令和 2 年 12 月に PO 中間フォローにて研究実施状況の報告を行い、PO、J-PO からコメントを得

て、本研究へ反映させ、研究を推進した。さらに、令和 2 年 11 月と令和 3 年 3 月に研究推進

委員会（図 3.4-1）を計 2 回開催し、東京工業大学・原子力機構双方の研究成果を報告し、令

和 2 年度実施計画・内容、報告書とりまとめへ向けた協議を行うとともに最終年度にあたる令

和 3 年度の研究実施計画に関して議論した。 

 

 

 

 

(a)議事内容 (b)委員会開催風景 

(個人情報保護の観点から低解像度表示) 

図 3.4-1 令和 2 年度第 2 回研究推進委員会（令和 3 年 3 月）[3] 
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(a)議事内容 (b)委員会開催風景 

図 3.4-3 令和 3 年度第 1 回研究推進委員会（令和 3 年 6 月） 

 

 

3.4.3 まとめ 

令和元年度から令和3年度の本研究を通じて、本研究における研究推進を表2.1-1全

体計画表に沿って実施した。 

令和元年度から令和2年度には、研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連

携を密にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催

した。令和3年度には、研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にし

て、1F現場に実機適用すべく、令和2年度までと同様にして、現場との意見/情報交換を行い

ながら、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

以上は、本研究における研究推進の実施項目の計画を満足するものであり、新型コロ

ナウイルス感染症の影響等により出張が必要な実験等を学内実験で代替するなどして、オ

ンラインでのウェブ会議を効果的に駆使することで、本研究の研究実施項目全てを網羅的

に不足なく推進することができた。 
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4. 結言 

本研究では、廃炉の加速化のためには圧力容器内部の損傷炉内構造物や燃料デブリの状況把握

が重要となるため、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術の実現

を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラ

の SfM 技術及び超音波計測技術によりアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把

握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法

のアームへの実装技術を開発する。さらには、楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を

行い、その実現性を確かめることを目的としている。 

上述の目的を達成するために、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討、多関節

アーム実装型 LIBS プローブの開発、パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発につい

て、以下のような項目に分けて実施している。 

 

(1) 長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討 

① 改良ロボットアームの試験 

② アームの構造改良 

(2) 多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発 

① 実装型 LIBS プローブの開発 

② 模擬試験体作製及び LIBS 光学系改良検討 

(3) パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発 

① 専用パラメトリック超音波センサの開発 

② SfM 応用による超音波 3 次元画像再構成データの補完技術の開発 

 

令和元年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、既存の長尺

多関節アームを活用し、圧力容器底部へのアクセスを可能とする技術の実現を目指して、曲げに

くいケーブルを内包することが可能なワイヤ駆動関節機構を有するロボットアームの設計、改良

ロボットアーム部品の試作を行った。また、アーム先端に計測用の機器を設置できる長尺多関節

アームへと構造改良を行うため、既存の長尺多関節アームを活用して、関節配置の設計にあたり

既存の長尺多関節アームの先端に搭載可能な直動多関節アーム部の設計を行った。 

多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発については、既存の可搬型 LIBS 装置を活用し、多関

節アーム実装を前提とした長尺光ファイバーを接続するため、多関節アーム用 LIBS プローブ部を

試作した。また、試作した LIBS プローブ部に既存装置及び長尺光ファイバーを接続し、模擬試料

からの LIBS 信号が得られることを確認した。そして、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ

部の光学系改良に資する単一成分系・多成分系模擬試験体の仕様及び作製方法を決定するととも

に、電気炉を新規に購入し、単一成分系模擬試験体を試作した。また、LIBS プローブ部の光学系

改良に資する簡易分光光学系システムを試作した。 

パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発については、単一素子の空中超音波センサ

を試作し、パラメトリック超音波の音圧分布・指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状

の把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。さらには、多関節アームへの超音波計測装置の実

装にあたり、既存の超音波送受信系の実装可能性を調べるとともに、多関節アーム実装に適する

小型の超音波送受信系の設計・試作を行った。そして、カメラ画像を用いた SfM 技術による形状

再構成の課題点の抽出、及び超音波計測技術による形状再構成の課題点の抽出を行うとともに、
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(a)議事内容 (b)委員会開催風景 

図 3.4-3 令和 3 年度第 1 回研究推進委員会（令和 3 年 6 月） 

 

 

3.4.3 まとめ 

令和元年度から令和3年度の本研究を通じて、本研究における研究推進を表2.1-1全

体計画表に沿って実施した。 

令和元年度から令和2年度には、研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連

携を密にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催

した。令和3年度には、研究代表者の下で各研究項目間ならびにCLADS等との連携を密にし

て、1F現場に実機適用すべく、令和2年度までと同様にして、現場との意見/情報交換を行い

ながら、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

以上は、本研究における研究推進の実施項目の計画を満足するものであり、新型コロ

ナウイルス感染症の影響等により出張が必要な実験等を学内実験で代替するなどして、オ

ンラインでのウェブ会議を効果的に駆使することで、本研究の研究実施項目全てを網羅的

に不足なく推進することができた。 
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カメラ画像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う補完手法の

構築に資する基礎データを取得した。 

さらには、研究推進のために、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密

にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

総じて、令和元年度は、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術

の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、

カメラの SfM 技術及び超音波計測技術によりアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の

状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探

査手法のアームへの実装技術を開発することに着手した。 

 

令和 2 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、RPV 下部の

開口部を発見することが可能かを確かめるために、先端にカメラを装備した既存の長尺多関節ア

ームを用いて模擬環境下で実験を実施した。また、LIBS プローブ部を上方に可搬可能なテレスコ

ピック型多関節アームを試作し、基本的動作を確認した。また、アーム先端に計測用の機器を設

置可能な長尺多関節アームの関節部分を設計・試作し、基本的動作を確認した。また、長尺多関

節アームの駆動に適した駆動ワイヤの仕様をまとめた。 

多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発については、多関節アームへの実装を模擬するため、

簡易型模擬アームを準備した。令和元年度に試作した LIBS プローブを改良するとともに、マイク

ロチップレーザーLIBS プローブを試作し、模擬アームに取り付けて、屈曲・伸展等の動きに対す

る可動状況を調べた。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を明確化するた

め、取得されるスペクトルのレーザー光焦点深度依存性、試料に対するレーザー照射角度依存性

を取得した。そして、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する単一成分

系模擬試験体を試作するとともに、令和元年度に試作した簡易分光光学系システムを改良した。 

パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発については、コバルト照射施設を利用して

超音波センサの耐放射線性を確認した。また、アレイ型空中超音波センサを試作し、音圧分布・

指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状の把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。

さらには、多関節アームへの超音波計測装置の実装にあたり、多関節アーム実装に適する小型の

超音波送受信系の改良を行うとともに、ペデスタル上部のみならず下部の状況把握を鑑み、固体

だけではなく液体への超音波計測適用性について調べとりまとめた。そして、模擬構造物を対象

に、カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、

3 次元形状データの比較を行った。カメラ画像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再

構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。 

さらには、研究推進のために、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密

にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

総じて、令和 2 年度は、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術

の実現を目的として、模擬環境でのロボットアームの基本的動作確認、テレスコピック型多関節

アーム試作、アームの構造改良としてのケーブル収納機構試作、駆動ワイヤ仕様の調査・整理、

LIBS プローブの改良、マイクロチップレーザーLIBS プローブ試作、簡易型模擬アームでのプロ

ーブ可動状況把握、レーザー光焦点深度依存性・レーザー照射角度依存性調査、単一成分系模擬

試験体の試作、簡易分光光学系システム改良、超音波センサの耐放射線性評価、アレイ型空中超

音波センサ試作・音圧分布-指向性把握、センサ仕様整理、小型超音波送受信系改良、超音波液体
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適用性評価、SfM 技術・超音波計測技術による形状再構成の相互補完技術の基礎開発などを行い、

令和 3 年度における計測系とロボットとの統合等へ向けた要素技術開発を推進した。 

 

令和 3 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、ロボットア

ームを改良するとともに、計測用の送電ケーブル・センサ等をロボットアームに実装し、ロボッ

トアームの操作性を確認した。また、テレスコピック型多関節アームの長尺多関節アームへの適

用性を把握し、1F 現場に実機適用すべく、実用化に必要な課題を抽出した。そして、関節配置、

駆動ワイヤ、センサ取り付け、ケーブルの巻取り、耐荷重等を考慮し、アーム先端に計測用の機

器を設置可能な長尺多関節アームの最適な構造を調べとりまとめた。 

多関節アーム実装型LIBSプローブの開発については、多関節アームにLIBSプローブを実装し、

アームの操作によりプローブを任意の位置に搬送可能であることを確認した。また、多関節アー

ムの遠隔操作により模擬試料の LIBS 計測が可能であることを確認し、実装の可能性を評価した。

そして、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する多成分系模擬試験体を

作製するとともに、簡易分光光学系システムを改良し LIBS 計測に最適な光学系について調べとり

まとめた。 

パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発については、アレイ型空中超音波センサに

より、模擬デブリや模擬構造物の形状を計測し、その有効性を評価した。また、超音波送受信系

の改良を行うとともに、ロボットアームに超音波センサを実装するための取り付け治具を作製し、

ロボットアーム先端部への実装適用性を確認した。さらには、コバルト照射施設を利用して超音

波センサの耐放射線性を確認した。また、令和 2 年度に引き続き、模擬構造物を対象に、カメラ

画像を用いた SfM 技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、カメラ画

像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術

を開発した。そして、ロボットアーム先端部にカメラを実装するための取り付け治具を作製し、

ロボットアームへの実装適用性を確認した。 

さらには、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密にして、1F 現場に実

機適用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を進めた。また、研究実施計画を推進

するための打合せや会議等を開催した。 

総じて、令和 3 年度は、3 カ年計画の 3 年目のとりまとめの年度として、ロボットアーム改良、

ロボットアーム操作性確認、テレスコピック型多関節アームの長尺多関節アームへの適用性把握、

実用化に必要な課題抽出、簡易仮想環境 3D データを含むロボットシミュレータ試作、テレスコピ

ックアーム位置安定を目指した構造体への柔軟な固定法検討、計測用機器設置用エンドエフェク

タ試作、LIBS プローブの実装・搬送・計測可能性評価、焦点距離・レーザー照射角度の LIBS 半定

量性への影響評価、多成分系模擬試験体作製、超音波による形状計測等との統合化を鑑みた最適

な LIBS 計測光学系基礎システム構築、アレイ型空中超音波センサによる形状計測有効性評価、超

音波送受信系改良、超音波センサの耐放射線性確認、SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成

相互補完技術の開発などを行った。 

 

令和元年度から令和 3 年度の本研究を通して、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS

等との連携を密にして、1F 現場に実機適用すべく、現場との意見/情報交換を行いながら、研究を

進め、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催し、ペデスタル上部に位置する圧力

容器底部の状況把握を可能とする技術の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、
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カメラ画像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再構成の長所・短所を補う補完手法の

構築に資する基礎データを取得した。 

さらには、研究推進のために、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密

にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

総じて、令和元年度は、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術

の実現を目的として、長尺の多関節ロボットアームにより、手先の位置姿勢の制御をしながら、

カメラの SfM 技術及び超音波計測技術によりアーム先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の

状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探

査手法のアームへの実装技術を開発することに着手した。 

 

令和 2 年度は、長尺多関節アームの開発と RPV 下部へのアクセス検討については、RPV 下部の

開口部を発見することが可能かを確かめるために、先端にカメラを装備した既存の長尺多関節ア

ームを用いて模擬環境下で実験を実施した。また、LIBS プローブ部を上方に可搬可能なテレスコ

ピック型多関節アームを試作し、基本的動作を確認した。また、アーム先端に計測用の機器を設

置可能な長尺多関節アームの関節部分を設計・試作し、基本的動作を確認した。また、長尺多関

節アームの駆動に適した駆動ワイヤの仕様をまとめた。 

多関節アーム実装型 LIBS プローブの開発については、多関節アームへの実装を模擬するため、

簡易型模擬アームを準備した。令和元年度に試作した LIBS プローブを改良するとともに、マイク

ロチップレーザーLIBS プローブを試作し、模擬アームに取り付けて、屈曲・伸展等の動きに対す

る可動状況を調べた。また、アームに取り付けたプローブの固定状態の許容範囲を明確化するた

め、取得されるスペクトルのレーザー光焦点深度依存性、試料に対するレーザー照射角度依存性

を取得した。そして、多関節アームに実装可能な LIBS プローブ部の光学系改良に資する単一成分

系模擬試験体を試作するとともに、令和元年度に試作した簡易分光光学系システムを改良した。 

パラメトリック超音波による形状再構成技術の開発については、コバルト照射施設を利用して

超音波センサの耐放射線性を確認した。また、アレイ型空中超音波センサを試作し、音圧分布・

指向性の把握を行い、炉内構造物やデブリの形状の把握に適したセンサの仕様をとりまとめた。

さらには、多関節アームへの超音波計測装置の実装にあたり、多関節アーム実装に適する小型の

超音波送受信系の改良を行うとともに、ペデスタル上部のみならず下部の状況把握を鑑み、固体

だけではなく液体への超音波計測適用性について調べとりまとめた。そして、模擬構造物を対象

に、カメラ画像を用いた SfM 技術による形状再構成及び超音波計測技術による形状再構成を行い、

3 次元形状データの比較を行った。カメラ画像を用いた SfM 技術と超音波計測技術による形状再

構成の長所・短所を補う相互補完を行う技術を開発した。 

さらには、研究推進のために、研究代表者の下で各研究項目間ならびに CLADS 等との連携を密

にして、研究を進めた。また、研究実施計画を推進するための打合せや会議等を開催した。 

総じて、令和 2 年度は、ペデスタル上部に位置する圧力容器底部の状況把握を可能とする技術

の実現を目的として、模擬環境でのロボットアームの基本的動作確認、テレスコピック型多関節

アーム試作、アームの構造改良としてのケーブル収納機構試作、駆動ワイヤ仕様の調査・整理、

LIBS プローブの改良、マイクロチップレーザーLIBS プローブ試作、簡易型模擬アームでのプロ

ーブ可動状況把握、レーザー光焦点深度依存性・レーザー照射角度依存性調査、単一成分系模擬

試験体の試作、簡易分光光学系システム改良、超音波センサの耐放射線性評価、アレイ型空中超

音波センサ試作・音圧分布-指向性把握、センサ仕様整理、小型超音波送受信系改良、超音波液体
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手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM 技術及び超音波計測技術を組み合わせてアーム

先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技

術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法のアームへの実装技術を開発した。さらには、

楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を行い、その実現性を確かめた。 

 

以上、3 カ年計画の 3 年目である令和 3 年度の業務項目を実施し、3 カ年計画の所期の目標を達

成した。 

 

当初の本研究課題開発コンセプトの実現性を確認し（図 4-1）、十分にその道筋をつけることは

できたと思われるが、実機適用に向けては、今後、下記ロードマップ展開で（表 4-1）、廃炉に関

連する電力関係機関・研究機関・メーカー企業等と連携して、実環境を模擬した過酷なモックア

ップ環境での実証試験、本研究で得られた知見の高度化研究を行い、本研究で得られた技術等の

実機適用化を目指すことが重要である。 

 

 

 
図 4-1 本事業開発コンセプトの実現性確認 

 

 

 

表 4-1 今後の展望（ロードマップ） 

 

第1フェーズ 第2フェーズ 第3フェーズ

本事業研究

実環境を模擬した過酷な
モックアップ環境での実証試験

+
本事業研究で得られた
知見の高度化研究

実用化（福島第一
原子力発電所実機での
実証試験・技術活用）
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手先の位置姿勢の制御をしながら、カメラの SfM 技術及び超音波計測技術を組み合わせてアーム

先端部の自己位置を把握しつつ炉内構造物の状況把握を行うとともに、レーザーを用いた LIBS 技

術により核物質の分布状況把握を行う遠隔探査手法のアームへの実装技術を開発した。さらには、

楢葉遠隔技術開発センター等を活用し実証試験を行い、その実現性を確かめた。 

 

以上、3 カ年計画の 3 年目である令和 3 年度の業務項目を実施し、3 カ年計画の所期の目標を達

成した。 

 

当初の本研究課題開発コンセプトの実現性を確認し（図 4-1）、十分にその道筋をつけることは

できたと思われるが、実機適用に向けては、今後、下記ロードマップ展開で（表 4-1）、廃炉に関

連する電力関係機関・研究機関・メーカー企業等と連携して、実環境を模擬した過酷なモックア

ップ環境での実証試験、本研究で得られた知見の高度化研究を行い、本研究で得られた技術等の

実機適用化を目指すことが重要である。 

 

 

 
図 4-1 本事業開発コンセプトの実現性確認 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。

（第8版，2006年）

乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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